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　本節ではまず、” 社会関係からみた居住地計画 ” の基本概念を解説し、また、従来の建築計画学の理論におけ
る立場を述べる（第 1 項）。また、津波災害後の居住地移転をめぐる問題を、過去の事例のレビューを通じて整











　角田 修一：概説 生活経済論 , 文理閣 , 2010、角田修一 ：生活様式の経済学 , 青木書店 , 1992、伊藤セツ , 川島美保：３訂 消費生活







地や建物といった共同的手段を介した関係によって支えられているという事実がある（P ← S ← E）。共同的手












































































社会関係の連続的な網の目の総体が社会構造である。社会人類学の分野では、特に 1950 年代から 1960 年代にかけて、様々な社
会を対象として社会構造の研究が行われたが、社会関係は異なる社会の社会構造を比較研究するための分析概念として用いられた。
　A.R. Radcliff e-Brown:Structure and function in primitive society,Cohen&West,1952 ( 青柳まちこ訳 : 未開社会における構造と機能 ,
新泉社 ,1975 年 )、中根千枝 : 社会人類学 - アジア諸社会の考察 , 東京大学出版会 ,1987
注３)  住田昌二：生活科学の立論と課題 , 西山卯三編：住居学ノート - 新しい生活科学のために , 勁草書房 ,pp.35-87,1977, 高田光雄：
都市住宅供給システムの再編に関する計画論的研究 , 京都大学学位論文 ,1991,  高橋鷹志：環境移行からみた人間・環境系研究の枠
組み , 日本建築学会学術講演梗概集 , pp.603-604,1991, 舟橋國男：トランザクショナリズムと建築計画学 , 舟橋國男編 : 建築計画読


















































注 4）水深 50cm の波打ち際に立っていて、そこに秒速 2m で高さ 50cm の津波が来た場合、身体には 0.3 トン強の圧力がかかる。
人は立っておれずに転倒して、津波と一緒に流される。また、浸水深が 2 ｍになり、そのときの流速がおよそ毎秒 4m を超えると、
木造住宅や木質系のプレハブ住宅は浮上し、流され始めるという結果が理論的にも実証的にも示されている。さらに、過去の国内
外における津波災害における集落単位の死亡率と津波の高さに関するデータから、高さが 2m を超える津波が襲来すると犠牲者が
発生することがわかっている。死亡率は 2m で 4.5%、5m で 9%、8m で 18%、12m で 46% となり、津波の高さに応じて上昇する
ことがわかっている。ちなみに近年に発生した都市震災における被災者数と死亡者数の関係に関するデータからは、地震の人的被
害では、被災地人口の 0.1% が亡くなっていることがわかっている（河田惠昭：津波災害 - 減災社会を築く ,  岩波書店 , 2010）。
注 5)　再定住地という言葉は日本ではあまり馴染みがないが、発展途上国の開発事業の文脈などにおいてよく使われている（M.Cernea 
and C.McDowell Ed. : Risks and Reconstruction-Experiences of Resettlers and Refugees,World Bank,2000、A.Oliver-Smith : 







年 名称 被災地域名 特徴 死者・不明
1771 八重山地震津波 八重山諸島 最大 30 ～ 80m の津波 約 12,000 人
1792 島原大変肥後迷惑 長崎（有明海沿岸） 雲仙普賢岳の噴火およびその後の眉山の崩壊に起因する津波災害。10m 以上の津波。 約 15,000 人
1854 安政地震 東南海 最大 16m の津波。 約 4,300 人
1896 明治三陸地震 岩手、宮城、青森、北海道 最大 38.2m の津波 21,959 人
1923 関東大震災 関東地方 熱海で最大 12m の津波 不明
1933 昭和三陸地震 宮城、岩手 最大 28.7m の津波 3,064 人
1940 積丹半島沖地震 北海道北西部 最大 2m の津波 10 人
1944 東南海地震 静岡、愛知、三重、和歌山など 熊野灘などで最大 6 ～ 8 ｍの津波 1,223 人
1946 南海地震 中部以西の日本各地 静岡県から九州で最大 6m の津波 1,330 人
1952 十勝沖地震 北海道南部、東北地方の北部 最大 3m の津波 33 人
1964 新潟地震 新潟、秋田、山形 新潟県沿岸で 4m 以上の津波 26 人
1968 十勝沖地震 北海道南部、東北地方の北部 三陸沿岸で 3 ～ 5m の津波 52 人
1983 日本海中部地震 秋田、青森など日本全国、韓国 － 100 人
1993 北海道南西沖地震 北海道南西部、ロシア 北海道奥尻島で最大 10m の津波 230 人
1994 北海道東方沖地震 北海道東部 173cm の津波 10 人
2003 十勝沖地震 北海道、本州の太平洋岸 北海道・本州で最大 4m の津波。死者・不明 2 人
2011 東日本大震災 北海道、青森、岩手、宮城、福島、茨城、千葉 岩手県で最大 38.9m の津波
20,525 人
（11 年 5 月現在）
年 名称 被災国・地域名 特徴 死者・不明
1755 リスボン地震 ポルトガル、スペイン、モロッコなど 最大 15m の津波。リスボンが壊滅。 約 62,000 人
1868 チリ・ペルー国境付近地震 チリ、ペルー、太平洋沿岸 大津波が発生 約 40,000 人
1877 チリ北部地震 チリ、太平洋沿岸 大津波が発生。日本に 2m 以上の遠地津波。 多数
1883 クラカタウ火山噴火 インドネシア 火砕流と津波が発生 約 36,000 人
1908 メッシーナ地震 イタリア南部 津波が発生 約 60,000 人
1946 アリューシャン地震 アメリカ合衆国ハワイ州 ウニマク島で最大 35m の津波 165 人
1952 カムチャッカ半島沖地震 ロシア、ハワイ、アラスカ 最大 18m の津波。ハワイで 3.6m の津波 6 人
1960 チリ地震 チリ、太平洋沿岸の各国、日本各地（北海道、三陸、志摩半島）
最大 24m の津波。
日本では三陸沿岸で 5 ～ 6m の津波
約 5,700 人
（日本 142 人）
1964 アラスカ地震 アメリカ合衆国アラスカ州 20m 以上の津波 131 人
1992 フローレス島地震津波 インドネシア東部 最大 25m の津波。 約 2,500 人
1996 ニューギニア島地震 インドネシア － 166 人
1998 パプワニューギニア地震 パプワニューギニア 最大約 15m の津波 約 2,700 人





2005 スマトラ島沖地震 インドネシア・ニアス島周辺 最大 3m の津波 1,303 人以上
2006 ジャワ島沖地震 インドネシアジャワ島 最大 7m の津波 約 700 人
2007 ソロモン諸島沖地震 ソロモン諸島 最大 10m の津波 52 人
2009 サモア沖地震 サモア、トンガなど 4.5m ～ 6m の津波 192 人以上






昭和三陸地震津波（1933 年）後の三陸地方の集落を 8 年にわたって踏査し、その際に明治三陸津波（1896 年）
後の被災についても詳細な聞き取り調査を行った。それにより、三陸地方における明治 - 昭和間の 40 年間に及
ぶ津波災害復興と再度被災の実態を明らかにした。





動（109 集落）が行われたが、津波から 10 年足たずで既に原地復帰がみられた。集落の原地復帰は立地条件の
制約に起因することが多く、集落の「高度」、「海岸からの距離」は、漁業を生業とする集落の強い制約となって
おり、防災の観点のみからは集落移動はさせられないことを指摘している。ちなみに、絶対的なものではないが、








注 6)　山口弥一郎：津波常習地三陸海岸地域の集落移動 , 山口弥一郎選集第六巻 ,pp.323-430, 世界文庫 ,1972













図 1-6　三陸海岸の移動集落の例 - 岩手県釜石市唐丹町本郷地区

















































































































　牧紀男は、1992 年 12 月に発生したインドネシア・フローレス島地震津波後の再定住地を事例として、移住










　筆者らは、2004 年 12 月 26 日に発生したインド洋スマトラ島沖地震津波（インド洋津波）後のスリランカ
における住宅復興の調査を約 6 年間、継続的に行ってきた（詳しくは本章第 3 節で述べる）。
　表 1-3 はインド洋津波によって被災した各国の被害状況である。また、図 1-7 はインド洋津波被災国の分布


















注 8）　牧紀男 , 三浦研 , 小林正美 , 林春男 :1992 年インドネシア・フローレス島地震・津波災害後の再定住地の変容プロセス , 日本建
築学会計画系論文集 , 第 566 号 ,pp.1-8,2003 年 4 月
注 9）　前田昌弘：スリランカにおける居住地移転をともなう住宅再建事業の現状と課題 - 南西沿岸を事例に , 林勲男編：自然災害と
復興支援 , 明石書店 ,pp.87-108,2010
注 10）　前田昌弘 , 中川雄輔 , 山田協太 , 布野修司：インド洋スマトラ島沖地震津波後のスリランカ南西沿岸居住地における復興の実









国名 死者 行方不明者 避難者
インドネシア 131,029 37,063 500,000 以上
スリランカ 35,322 5,637 516,150
インド 12,407 5,640 647,599
タイ 5,305 2,817 7,000
ソマリア 78 n/a 5,000
モルディブ 82 26 15,000 以上
マレーシア 68 6 n/a
ミャンマー 61 200 3,200
タンザニア 10 n/a n/a
セイシェル 3 n/a 200
バングラデシュ 2 n/a n/a
イエメン 2 n/a n/a
南アフリカ 2 n/a n/a
ケニア 1 n/a n/a
マダガスカル 不明 n/a 1000 以上








































































では結果的に、パタン 1、パタン 2 それぞれで必要とされる視点を複合する必要がある。
　
　個人の生活・仕事の継続













































Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
 Ⅰ：地縁・血縁によるコミュニティ形成          Ⅱ：血縁によらないコミュニティ形成























































（P ← S ← E）によって規定される関係である場合がある注 12)。そのため、どのような社会関係が継続可能であ
るかを探るためには社会関係相互の関係を検証する必要がある注 13)。
　さらに、土地・自然に対して個人が働きかけを行う際に、どのような社会関係および権利関係がそれを支えて



















じて集合的な行為として行われる場合もある（P → S → E）。両者の関係についても検討する必要がある。
注 12）　日本の伝統地域では、町内会のような地縁組織が支配的であり、本来は個々の興味関心によって結成された各種クラブ、サ
ークルが町内会の下部組織化する傾向が強いと言われる（奥田道大：地域集団 , 見田宗介 , 栗原彬 , 田中義久編 : 社会学事典 , 弘文堂
,1994,p.599）。
注 13）本研究が対象とするスリランカの海村社会には、地縁のまとまりがあまり重視されず、家族・親族の広範なネットワークが形



























関係（P ⇔ S ⇔ E）を捉える枠組みの構築、③津波被災者の生活・仕事を支える社会的環境に対する物的環境の
影響（P ← S あるいは P ← S ← E）の解明、④津波被災者の生活・仕事および物的環境への働きかけを支える社
































































P：Person’s  Life & Work (個人の生活・仕事)
S：Social Environment  ( 社会的環境 )








　第三課題　津波被災者を取り巻く社会的環境に対する物的環境の規定性の解明（第 4 章、第 5 章に対応）
　居住地移転前後において、津波被災者の生活・仕事を取り巻く社会的環境が継続しているかどうか、また、社









を明らかにする（P → E あるいは P → S → E）。
　津波災害後の居住地移転には、物的環境の変化が必然的にともなうことを考慮すると、再定住地における被災
者の生活・仕事の継続に対して従前の社会的環境が果たす役割は大きいと推測される。したがって、まずは、個
人が物的環境に対してどのように働きかけているか、社会的環境がそれをどのように支えているか（P → S → E）、
あるいは社会的環境そのものを個人がどのように作り変えているか明らかにする必要がある（P → S）。
　そのうえで、物的環境に対する個人の働きかけ（P → E）、物的環境に対する社会的環境を通じた個人の働き




住宅復興過程に関する研究 - スリランカ ･ 南西沿岸被災者の居住環境変容を事例として , 滋賀県立大学修士論文 , 2007 年
注 15）　各国における復旧・復興体制およびバッファーゾーンは下記の資料を参考にして整理した。その内容の一部は、国立民族学
博物館研究フォーラム「2004 年インド洋地震津波災害被災地復興の現状と課題」（2008 年 1 月 27 日）において発表した。　
　インドネシア　Policies and Administration of Housing and Settlement Assistance for Victims in the Post-Disaster Area,2006, 
BRR:Policy Guidelines for the Provision of Resettlement Assistance to Victims of the NAD/Nias Tsunami and Earthquake、2006　
　タイ　Federation of Southern Fisherfolk, Others: One Year After- A Report on Post-Tsunami Rehabilitation in the Fisheries Sector in 
Thailand, 2006.1 
　インド　Government of Tamil Nadu: Natural Calamities - Tsunami 2004 - Housing Reconstruction Policy  announced- Orders 
issued., 2005.3 　
　スリランカ　RADA: Analysis of Tsunami Housing Sector & Review of 2006 Tsunami Housing Policy, 2006.3, TAFREN, Ministry of 
















カへの援助の総額は約 22 億ドル（約 2000 億円、当時）と言われ、これはスリランカの国家年間予算（約 45
億ドル、2006 年）の約半分に相当する。住宅復興において、インドネシアやインドでは土地取得や建設計画に
対する住民参加を促すことが指針とされたが、スリランカでは、政府主導による住宅復興であるタイと同じく、
政府と NGO が主導し、住民は再定住地の建設に基本的に関与しないことが特徴である注 15)。
　③バッファーゾーン：インドネシア（海岸線から 2km、のちに撤廃）、インド（海岸線から 200 ｍ）、タイ（海


































国土面積　 65,610 K ㎡（北海道の約 0.8 倍）
人口　20.238,000 人（2008 年現在）
首都　スリジャヤワルダナプラ・コーッテ





































沿岸部 *1 被害率 *2 現地再建 再定住地
西部
1 ガンパハ 2,066,096 1,490 511,621 71,644 854 1.2 % 511 240 294
2 コロンボ 2,234,289 3,401 507,678 210,768 6,345 3.0 % 4,953 60 1,248
3 カルタラ 1,060,800 668 270,147 103,312 5,741 5.6 % 6,697 5,291 2,188
南部
4 ゴール 990,539 605 253,697 103,683 11,626 11.2 % 14,713 11,928 3,564
5 マータラ 761,236 594 197,552 64,764 6,238 9.6 % 7,235 5,623 1,779
6 ハンバントータ 525,370 204 148,516 65,259 2,445 3.7 % 3,193 1,486 3,875
東部
7 アンパラ 589,344 136 145,184 65,952 18,810 28.5 % 27,816 21,298 2,732
8 バティカロア 486,447 181 112,778 70,684 17,405 24.6 % 22,523 19,838 2,144
9 トリンコマリ 340,158 129 81,379 63,781 7,531 11.8 % 9,927 6,261 1,961
北部
10 ムラティブ 121,667 62 不明 19,168 5,691 29.7 % 5,457 5457 0
11 ジャフナ 490,621 499 不明 103,765 5,515 5.3 % 9,140 5,307 1,729
12 キリノチ 127,263 103 不明 24,691 288 1.2 % 1,836 596 393
北西部 13 プタラム 705,342 234 192,295 130,852 55 0.0 % 74 0 33
合計（平均） 10,499,172 (639) 不明 1,098,323 88,544 (10.4 %) 114,075 83,385 21,940
　＊ 1　各県における沿岸の郡 (D.S.division) の住宅戸数を表す。　＊ 2　沿岸部の住宅数に占める全半壊住宅数の割合を表す。　
   ＊ 3　2005 年 6 月 1 日時点での国家再建対策本部（のちの復興開発庁）の推計を表す。　＊ 4　2005 年 6 月 1 日時点での国家再
建対策本部（のちの復興開発庁）による発表。　（出所 人口・住宅：Department of Census and Statistics : Census of Population and 
Housing 2001,2001、住宅被害：Department of Census and Statistics : Final Report - Census on the buildings and people aff ected by 
the Tsunami disaster 2004,2005、住宅復興：復興開発庁資料）
18
注 16）　スリランカでは、人口の約 7 割を占める多数派のシンハラ人と約 2 割の少数派のタミル人のあいだで、北部・東部を中心に
居住していたタミル人が 1970 年代に分離独立運動を始めたことが発端となり、対立が深まった。1980 年代に入り、タミル人武装
組織「タミル・イーラム解放の虎 (LTTE)」とスリランカ政府の対立が激化し、タミル人の起源であるタミルナドゥ州（インド）も
巻き込んだ紛争に発展した。2002年 2月、ノルウェー政府の仲介で停戦に合意したが、2004年 12月のインド洋津波後に再燃した。
2005 年 11 月に就任したマヒンダ・ラージャパクセ大統領（現職）はそれまでの和平路線を転換して反政府勢力に対する攻勢を強










住宅被害率は低い。一方、南西部の全半壊住宅数は 33,249 戸であり、スリランカ全体の全半壊住宅数 88,544
戸の 37.6% を占め、住宅被害の絶対数は大きい。
　住宅復興の特徴をみると、2005 年 6 月時点で南西部では 24,628 戸が被災地で再建され、12,948 戸が再定
住地において供給される予定である。南西部では、供給予定戸数の約 34.5% が再定住地の住宅であり、東部の















50 ～ 60 世帯程度のまとまりであると言われることを踏まえると、コミュニティの成立に関わると考えられる。
　スリランカ全土の再定住地（351 ヶ所）の立地（海岸線からの距離）の平均は 1.8km、規模（住宅戸数）の
平均は 105 戸である。そのうち、南西部（南部州と西部州）の再定住地（210 ヶ所）の立地の平均は 2.0km、
規模の平均は 93 戸である。調査再定住地（スリランカ南部州マータラ県ウェリガマ郡の再定住地・事例 G）の
立地は 1.2km であり、規模は 101 戸である。調査再定住地は海岸から離れ、生活・仕事を継続しづらい立地で







第 1次調査 （2005 年 4月 30 日～ 5月 17 日）
（2005 年 8月 10 日～ 9月 10 日）
調査員 山田協太１）
布野修司3）（8月 2日～ 10 日） （8月 2日～ 25 日）
前田昌弘
前田昌弘 中川雄輔4）









１）京都大学大学院工学研究科建築学専攻博士後期課程 ( 当時 )
３）滋賀県立大学環境科学部教授


































































（2006 年 7月 26 日～ 8月 18 日）第 3次調査
調査員
調査協力
（2007 年 9月 19 日～ 10 月 1日）第 4次調査
調査員
調査協力
（2008 年 5月 13 日～ 5月 28 日）







（2009 年 9月 19 日～ 11 月 14 日）











M. ハーセン著 , 高木俊一郎 , 佐久間徹訳：一事例の実験デザイン―ケーススタディの基本と応用 , 二瓶社 ,1993、 杉山尚子 , 島宗理 ,
佐藤方哉 , リチャード ,W., マロット・マリア ,E., マロット：行動分析学入門 , 産業図書 , 1998、高野久紀：フィールド実験の歩き方
, 西條辰義編：実験経済学への招待 , NTT 出版 , pp.183-218, 2007 年
　2 調査の実施体制 -スリランカおよび日本のNGO/NPOとの協働
　本研究の分析のもとになる資料の大部分は、スリランカの現地調査によって得られたものである。図 1-15 に
調査期間、調査員、調査協力者を示した。インド洋津波災害発生から約 4 カ月後の 2005 年 5 月に調査を開始し、






オブ・スリランカ（Green Movement of Sri Lanka ; GMSL）、およびコロンボに事務所を構え、GMSL とパートナー
として活動する日本の NPO 法人であるアプカスの支援と協力を得ることで上記のハードルをクリアした。筆者





















　従属変数を測定し、その結果を分析する上で、「多標本実験研究法」が同一被験体について ”1 回のみ ” 測定し、









第 4章 , 第 5 章 , 第 6 章

































① 2005 年 8 月

















① 2007 年 9 月 









① 2006 年 8 月
② 2007 年 9 月
③ 2008 年 5 月
ウェリガマ郡の全再定住地 14 ヶ所
① 2008 年 11 月






① 2005 年 5 月
② 2005 年 8 月 補章





① 2008 年 5 月
② 2008 年 11 月
　-2009 年 1 月
第 3章
被災地における社会関係の分析 ・居住者への対面式アンケート ウェリガマ郡の被災居住地 66 世帯
① 2009 年 9 月
　-2009 年 11 月
第 4章
再定住地における社会関係の分析・居住者への対面式アンケート ウェリガマ郡の再定住地 86 世帯
① 2008 年 11 月











① 2008 年 5 月
② 2008 年 11 月
③ 2009 年 10 月









① 2009 年 9 月
② 2010 年 9 月







































　なお、再定住地の計画内容の分析は全 351 ヶ所 33,760 戸を対象として行った。また、津波被災者の移住状
況の分析は南西部 5 県・5 郡の 4,606 世帯を対象として行った。また、再定住地の実態を把握するために、南























て、社会関係の再編可能性を検討する。調査対象は、第 5 章、第 6 章で調査対象とする再定住地（ウェリガマ





（P ← S ← E）、あるいは不必要であったか（P ← S）を検証する。
　調査対象は、入居後約 2 年経過時点で高い定住率を維持しており、「成功」事例とみなせる再定住地（ウェリ











（P → S → E）。また、マイクロクレジットのメンバー間の関係の分析を通じて、メンバーがマイクロクレジット
を通じて社会関係そのものをどのように作り変えているかを明らかにしている（P → S）。

































ed.,Cass,1970（中久郎訳 , 松本通晴訳：コミュニティ - 社会学的研究 社会生活の性質と基本法則に関する一試論 , ミネルヴァ書房
,1975）
注 20）　R.M. Maciver: Community -a sociological study, being an attempt to set out the nature and fundamental laws of social life,4th 
注 18）　G.Delanty：Community, Routledge, 2002（山之内靖訳 , 伊藤茂訳： コミュニティ - グローバル化と社会理論の変容 ,NTT 出版
,2006）
注 19）　G.A.Hillary：Defi nition of Community-Areas of agreement, Rural Sociology, Vol.20, 1955（ 山口弘光訳： コミュニティの定義
































注 24)、あるいは外部からの脅威に対する防衛手段としての私的なコミュニティ注 25) といったコミュニティ観に
引き継がれていった。
注 24）　W.F.Whyte：street corner society : the social structure of an Italian slum, University of Chicago Press, 1943（奥田道大訳 , 有
里典三訳：ストリート・コーナーソサエティ , 有斐閣 , 2000）、H.J. Gans：the urban villagers -group and class in the life of Italian-
Americans, Free Press of Glencoe, 1962（松本康訳：都市の村人たち -イタリア系アメリカ人の階級文化と都市再開発 , ハーベスト社，
2006）
注 25）　M.Davis：City of Quartz-Excavating the Future in Los Angeles, Verso, 1990（村山敏勝訳 , 日比野啓訳：要塞都市 LA, 青土社 , 
2001）
注 21）　R.E.Park and E.W.Burgess：Introduction to Sociology, 1921
注 22）　L.Wirth：The Scope and Problems of Community, Publication of the American Sociological Society, 27, 1933
注 23）　R.Lynd and H.Lynd：Middle Town, Harcourt-Brace, 1929（中村八郎訳：ミドルタウン , 青木書店 ,1990）、R.Lynd and 

































注 26）　M.G. Ross：Community organization -theory and principles, Harper & Brothers, 1955
注 27）　J.H.Nicholson：New Communities -achievements and problems, National Council of Social Service, 1961
注 28）　M.A.Eliot and F.E.Merrill：social disorganization, Harper, 1961
注 29）　J.Ladd：The Concept of Community, C.J. Friedrich ed.：Community, Liberal Arts. Press, pp.269-293, 1959 
注 30）　A.P. Cohen：the symbolic construction of community, Horwood, 1985（吉瀬雄一訳： コミュニティは創られる , 八千代出版
,2005）
注 31）　B.Anderson：Imagined communities : refl ections on the origin and spread of nationalism, Verso, 1983（白石さや訳 , 白石隆訳： 
想像の共同体―ナショナリズムの起源と流行 , NTT 出版 ,1997）
注 32）　R.König：Grundformen der Gesellschaft- die Gemeinde, Rowohlt, 1958（河村雷雨：都市コミュニティ論 - 機能的コミュニテ
ィの研究 , 世界思想社 , 1982　内の訳を参考にした）
注 33）　R.Plant：Community and ideology -an essay in applied social philosophy, Routledge & K. Paul, 1974. （中久郎訳 , 松本通晴訳：




















あるいは必要としないのか、という 2 つの争点から、4 つのアプローチを整理している注 37)。
　（１）完全な地域的コミュニティ（地域的基盤：必要　　コミュニティによって提供される機能の数：多数）
　（２）限定的コミュニティ　　　  （地域的基盤：必要　　コミュニティによって提供される機能の数：少数）
　（３） 社会としてのコミュニティ　（地域的基盤：不必要   コミュニティによって提供される機能の数：多数）










注 34）　B. Wellman: The Community Question -The Intimate Networks in East York, American Journal of Sociologies, 84, pp.1201-
1231,1979（野沢慎司訳、立山徳子訳：コミュニティ問題－イースト・ヨーク住民の親密なネットワーク , 野沢慎司編・監訳：リ
ーディングス ネットワーク論 - 家族・コミュニティ・社会関係資本 , 勁草書房 , pp.159-204, 2006）
注 35）　R.D.Putnam, R.Leonardi and R.Y.Nanetti：Making democracy work -civic traditions in modern Italy, Princeton University 
Press, 1994（河田潤一訳：哲学する民主主義 - 伝統と改革の市民的構造 , NTT 出版 , 2001）
注 36）　J.Bernard：Sociology of Community, Longman Higher Education, 1973（正岡寛司訳：コミュニティ論批判 , 早稲田大学出版
部 , 1978）






































注 38）　園田 恭一：現代コミュニティ論 , 東京大学出版会 , 1978



































注 40）　広原盛明：日本型コミュニティ政策 - 東京・横浜・武蔵野の経験 , 晃洋書房 , 2011
注 41）　A. Little：The Politics of Community -Theory and Practice, Edinburgh Universtiy Press, 2002（福士正博訳：コミュニティの
政治学 , 日本経済評論社 , 2010）
注 42）　R.A.W.Rhodes：Understanding Governance: Policy Networks, Governance, Refl exivity and Accountability,  Open University 
Press, 1997
注 43）　J.Pierre, B.G.Peters：Governance, Politics and the State, Palgrave Macmillan, 2000
注 44）　R.D.Putnam, R.Leonardi and R.Y.Nanetti：Making democracy work -civic traditions in modern Italy, Princeton University 
Press, 1994（河田潤一訳：哲学する民主主義 - 伝統と改革の市民的構造 , NTT 出版 , 2001）








発および開発援助事業の成果に大きく影響を与える、社会関係 ( 信頼、規範、ネットワークなど ) を「計測」す
ることができるという立場を明確にすることで、開発援助の文脈での活用の可能性を拡大したことである。
























注 46）　佐藤寛 : 社会関係資本概念の有用性と限界 , 佐藤寛編 : 援助と社会関係資本 - ソーシャルキャピタル論の可能性 , 日本貿易振
興会アジア経済研究所 , p.310-, 2002
注 47）　世界銀行 HP（http://go.worldbank.org/W8FMEK6FR0）より（2011 年 8 月 21 日閲覧）。
注 48）　D.Narayan : Cents and Sociability-Household Income and Social Capital in Rural Tanzania,Policy Research Working 
Paper,No.796,The World Bank,1996 などがある。
注 49）　坂田正三 : 社会関係資本と開発 - 議論の系譜 , 佐藤寛編 : 援助と社会関係資本 - ソーシャルキャピタル論の可能性 , 日本貿易振
興会アジア経済研究所 ,pp.11-33,2002
注 50）　P. Evans: Government action, social capital and development: Reviewing the evidence on synergy, World Development, 
Volume 24, Issue 6, pp.1119-1132, 1996 
注 51）　E. Ostrom: Crossing the great divide -Coproduction, synergy, and development, World Development, Volume 24, Issue 6, 
pp.1073-1087, 1996 
注 52）　A. Krishna amd N. Uphoff ：Mapping and Measuring Social Capital -A Conceputual and Empirical Study of Collective Action 






































注 53）　A. Portes and P. Landolt：The Downside of Social Capital, The American Prospect, vol.94, 1996
注 54）　D.Narayan : Bonds and bridges-social capital and poverty,The World Bank,1999
注 55）　坂田 2002　前掲　注 49 を参照
注 56）　岡本真理子 , 吉田秀美 , 粟野晴子編 : マイクロファイナンス読本 - 途上国の貧困緩和と小規模金融 , 明石書店 ,1999
注 57）　P. Collier：Social Capital and Poverty, Social Capital Initiative Working Paper No.4, 1998
注 58）　T. van Bastelaer：Does Social Capital Facilitate the Poor’s Access to Credit? -A Review of the Microeconomic Literature, Social 




































注 59）　粟野晴子：小口金融活動から住民参加による地域開発へ - ジンバブエに見るその可能性と限界 , 斎藤文彦編著：参加型開発 -
貧しい人々が主役となる開発へ向けて , 日本評論社 ,pp.107-134,2002
注 60）　三重野文晴：マイクロ・ファイナンスの金融メカニズム , 絵所秀紀編 , 野上裕生編 , 穂坂光彦編：開発と貧困 ,pp.139-158, 日
本評論社 ,2004
注 61）　藤田幸一：農村開発におけるマイクロ・クレジットと小規模インフラ整備 , 佐藤寛編：開発援助とバングラデシュ ,pp.281-
304, アジア経済研究所 ,1998
注 62）　G.A. Jones and D. Mitlin：Housing Finance and Non-Governmental Organizations in Developing Countries Datta,K, 
Jones,G(ed.)：Housing and Finance in Developing Countries,pp.26-43,Routledge,2000
注 63）　A. Albee and N. Gamage：Our Money, Our Movement-Building a Poor People’s Credit Union,ITDG Publishing,1997 
注 64）　高野久紀 , 高橋和志：マイクロファイナンスの現状と課題 - 貧困層へのインパクトとプログラム・デザイン , アジア経済 , 第


































注 65）　瀬川昌久：人類学における親族研究の軌跡 , 船曳建夫編：個からする社会展望（岩波講座文化人類学 第 4 巻）, 岩波書店
,pp.27-60,1997
注 66）　L.H. Morgan：Ancient society, or, Researches in the lines of human progress from savagery through barbarism to civilization, 
Charles H. Kerr, 1877（荒畑寒村訳：古代社会 , 彰考書院 , 1947）
注 67）　W.H.R. Rivers：Social organization, A.A. Knopf, 1924　
注 68）　Radcliff e-Brown1952　前掲　注 2 参照
注 69）　E.E. Evans-Pritchard：Nuer religion -A Description of Livelihood and Political Institutions od Nilotic People, Oxford University 
Press, 1940（向井元子訳 ：ヌアー族―ナイル系一民族の生業形態と政治制度の調査記録 , 岩波書店 , 1978）,E.E. Evans-Pritchard：





































注 70）　M.Fortes：The dynamics of clanship among the Tallensi -being the fi rst part of an analysis of the social structure of a Trans-
Volta tribe, the Oxford Univ. Press, 1945, M.Fortes：Kinship and the social order : the legacy of Lewis Henry Morgan, Aldine, 1969
注 71）　E.R. Leach：Pul Eliya -a village in Ceylon : a study of land tenure and kinship, Cambridge University Press, 1961
注 72）　D.M. Schneider：A critique of the study of kinship, University of Michigan Press, 1984
注 73）　M. Godelier ：Au fondement des sociétés humaines : Ce que nous apprend l’anthropologie, Editions Albin Michel, 2007（竹沢
尚一郎訳 , 桑原知子訳：人類学の再構築 - 人間社会とはなにか ,  明石書店 , 2011）




































注 75）　高桑 2004　前掲　注 13 参照
注 76）　S.J. Tambiah：Dowry and Bridgewealth and the Property Rights of Women in South Asia, J. Goody and S.J. Tambiah：
Bridgewealth and Dowry, Cambridge University Press, 1973
注 77）　E.R. Leach：Pul Eliya -a village in Ceylon : a study of land tenure and kinship, Cambridge University Press, 1961
注 78）　G.Obeyesekere : Land tenure in village Ceylon -a sociological and historical study, Cambridge University Press, 1967
注 79）　M.S. Robinson：Some Observation on the Kandyan Sinhalese Kinship System, Man (N.S.) 3, 1968
注 80）　R. L. Stirrat: On the Beach -Fishermen Fisherwives and Fishtraders in Post Colonia Lanka, South Asia Books, 1988
注81）　P. Alexander: Sri Lankan fi shermen -rural capitalism and peasant society, Australian National University monographs on South 





































注 82）　高桑 2004　前掲　注 13 参照。高桑史子 : スリランカ海村の民族誌 - 開発・内戦・津波と人々の生活 , 明石書店 , 2008
注 83）　西山夘三：庶民住宅の研究 , 京都大学学位論文 ,1947、西山夘三：住居論 , 相模書房 , 1943、西山夘三：住宅計画 , 勁草書房
, 1967 など
注 84）　西山夘三：住宅問題 , 1943（西山卯三：住居論 , 相模書房 , 1943 に所載）
注 85）　絹谷祐規：住宅供給対象に関する基礎的研究 , 京都大学学位論文 ,1961、絹谷祐規：生活・住宅・地域計画 , 勁草書房 ,1965
注 86）　住田昌二：不良住宅地区改良の研究 , 京都大学学位論文 ,1967、住田昌二：住宅供給計画 , 勁草書房 ,1982、　

































注 88）　舟橋國男：トランザクショナリズムと建築計画学 , 舟橋國男編 : 建築計画読本 , 大阪大学出版会 , pp.29-54, 2004
注 89）　哲学事典 , 平凡社 , 1971 年
注 90）　J.Lang：Creating Architectural Theory: The Role of the Behavioral Sciences in Environmental Design, Van Nostrand Reinhold, 
1987（今井ゆりか訳 , 高橋鷹志訳：建築理論の創造―環境デザインにおける行動科学の役割 , 鹿島出版会 , 1992）
注 91）　同上
注 92）　C.Mercer：Living in cities : psychology and the urban environment,  Penguin, 1975 （永田良昭訳：環境心理学序説 - 都市化と
人間生活 , 新曜社 , 1979）
注 93）　L. Festinger, S. Schachter and K. Back： Social Pressures in Informal Groupss, Harpers and Brothers, 1950
注 94）　O. Newman：Defensible Space-Crime preservation through urban design, Macmillan, 1972（湯川利和訳：まもりやすい住空
間 , 鹿島出版会 ,1976）
注 95）　住田昌二：総論 西山住宅学論考 , 住田昌二＋西山夘三記念すまい・まちづくり文庫：西山夘三の住宅・都市論 - その現代的
検証 , 日本経済評論社 , pp.1-88, 2007 






































注 97）　巽和夫編著：現代ハウジング論 , 学芸出版社 , 1986、　住田昌二 , 延藤安弘 , 三宅醇 , 小泉重信 , 西村一朗：新建築学体系 14 
ハウジング , 彰国社 ,1985
注 98）　高田光雄：都市住宅供給システムの再編に関する計画論的研究 , 京都大学学位論文 ,1991
注 99）　舟橋 2004　前掲　注 88 参照
注 100）　高田 1991　前掲　注 98 を参照。


















カテゴリーの原型は、”「空間」が「社会」（文化）を規定する ” という、パークのコミュニティ論注 103）を祖型
とする「生態学的決定論」に見い出されるという。一方で、こういった一元論的立場の対向として「文化として












　吉見はさらに、「空間の社会的生産」という観点を重視し、カステル（M. Castells）注 106）やルフェーブル（H. 
Lefebvre）注 107）といった新都市社会学の空間概念を拠所として、「関係としての空間」というカテゴリーを模索し、
このカテゴリーから都市社学における空間概念の革新の方向性を見い出そうとしている。　
注 102）　吉見俊哉 : 空間の実践－都市社会学における空間概念の革新にむけて , 倉沢進編 : 構造・空間・方法 ( 都市社会学のフロン
ティア 第 1 巻 ), 日本評論社 ,pp.111-139,1992
注 103）　R.E.Park1921　前掲　注 21 参照
注 104）　K. Lynch：the Image of the City,  The MIT Press, 1960 （丹下健三訳 , 富田 玲子訳：都市のイメージ , 岩波書店 ,1968）
注 105）　C. Lévi-Strauss：Tristes tropiques,Plon, 1955（ 川 田 順 造 訳： 悲 し き 熱 帯 , 中 央 公 論 社 , 1977）、C. Lévi-Strauss：
Anthropologie structurale, Plon, 1974（荒川幾男 , 生松敬三 , 川田順造 , 佐々木明 , 田島節夫訳：構造人類学 , みすず書房 , 1972）
注 106）　M.Castells：Theory and Ideology in Urban Sociology, 1969, in C.G.Pickvance ed.：Urban Sociology, 1977（山田操訳：都市
社会学 - 新しい理論的展望 , 恒星社厚生閣 , 1982）
注 107）　 H. Lefebvre：Le droit à la ville, Anthropos, 1968 （森本和夫訳：都市への権利 , 筑摩書房 , 1969）、 H. Lefebvre：Espace et 
politique, Anthropos, 1972 （今井成美訳：空間と政治 , 晶文社 , 1975）
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1203 票）によって分析している。1999 年に被災地住民を対象として開催した 12 回のワークショップを通じ
注 108）　木村玲欧 , 林春男 , 立木茂雄 , 田村圭子：阪神・淡路大震災のすまい再建パターンの再現 -2001 年京大防災研復興調査報告 , 
地域安全学会論文集 , 第3号 , pp.23-32, 2001。上記の論文のもととなった調査は、下記の報告書に収録されている。林春男編 :阪神・
淡路大震災からの生活復興 2001- パネル調査結果報告書 , 京都大学防災研究所巨大災害研究センター・テクニカルレポート ,2001
注 109）　竹原祐介 , 高田光雄 , 住田昌二 , 澤谷真紀子 , 山崎古都子：阪神・淡路大震災による被災者の住宅・住生活再建プロセスに関
する研究 , 都市住宅学 , 第 16 号 , pp.134-142, 1996
注 110）　中林一樹：地震被害に起因する世帯単位での生活支障とその応急対応・生活復旧過程に関する研究 -1984 年長野県西部地
震における王滝村の分析 , 日本建築学会計画系論文報告集 , 第 374 号 , pp.71-81, 1987
注 111）　田村圭子 , 林春男 , 立木茂雄 , 木村玲欧：阪神・淡路大震災からの生活再建 7 要素モデルの検証 -2001 年京大防災研復興調





化の 2 つが重要な要素であることが明らかにされている。また、住まいに関しては、震災後 6 年が経過した時
点で、被災地に暮らす大部分の人が復興したと考えていることを明らかにしている。
　また、田村・林らは別の研究注 112）において、震災前と比べた家計の変化を質問した 2001 年と 03 年のアンケー
ト調査結果から、01 年時点では被災時の住宅被害の程度が大きいほど現在の生活から余裕が奪われる傾向があっ
たのに対し、03 年時点ではもはや収入・支出に家屋被害の影響が見られなくなっていることを明らかにしている。






　また、Doocy ら注 114）は、2004 年インド洋スマトラ島沖地震津波後のインドネシア・アチェ州における、
Cash for Work（CFW）に注目し、その内容を記述している。CWF とは、特に途上国を中心として一般的になり
つつある、被災者を復旧・復興事業に雇用して賃金を支払うことで被災者の自立支援につなげる方法のことであ
り、日本では「労働対価による支援」と訳される。Doocy らが研究対象とした CFW は、住民にとって CFW が
ほぼ唯一の収入源であり、93% の世帯は CFW に収入を依っているという。CFW は立ち退きにあった住民が前住















注 112）　田村圭子 , 林春男 , 立木茂雄 , 木村玲欧 , 野田隆 , 矢守克也：阪神・淡路大震災の被災地における家計の変化 - 2003 年京大
防災研復興調査 , 地域安全学会論文集 ,  第 5 号 , pp.227-236, 2003
注 113）　関川千尋：非常時の『住居費』支出行動 - 阪神・淡路大震災の場合 , 日本建築学会計画系論文集 , 第 560 号 , pp.261-268, 
2002
注 114）　S. Doocy, M. Gabriel, S. Collins, C. Robinson and P. Stevenson：Implementing cash for work programmes in post-tsunami 
Aceh: experiences and lessons learned,Disasters, Vol.30, No.3, pp.277-296, 2006
注 115）　小林正美：建築空間における災害時の人間行動と建築計画 : 1982 年浦河沖地震住宅内滞在者の行動分析 , 日本建築学会計



































注 116）　三浦研 , 牧紀男 , 小林正美：雲仙普賢岳噴火災害に伴う災害復興住宅への生活拠点移動に関する研究 : 自然災害を起因と
する環境移行研究 その 1, 日本建築学会計画系論文集 , 第 485, pp.87-96, 1996、三浦研 , 祝迫博 , 小林正美：北海道南西沖地震に
伴う被災者の個人領域の形成過程 - 自然災害に起因する環境移行研究 その 2, 日本建築学会計画系論文集 , 第 510 号 , pp.109-116, 
1998、三浦研 , 牧紀男 , 小林正美 : 雲仙岳災害に伴い建設された災害復興住宅におけるコミュニティの変化実態 - 地域防災力形成か
ら見た構築環境の役割を視点として , 都市計画論文集 , 第 31 巻 ,pp.811-816,1996。上記の論文は、学位論文としてまとめられてい
る。三浦研 : 自然災害に起因した環境移行に関する研究 - 悲嘆の仕事としての空間の再構築 , 京都大学学位論文 ,1998
注 117）　阪田弘一 , 柏原士郎 , 吉村英祐 , 横田隆司：阪神・淡路大震災における地域施設の避難所への転用実態に関する研究 - 神戸
市灘区・東灘区の避難所を対象として , 日本建築学会計画系論文集 , 第 498 号 , pp.123-130, 1997
注 118）　柏原士郎 , 森田孝夫 , 上野淳：阪神・淡路大震災における避難所の研究 , 大阪大学出版会 , 1998
注 119）　羽賀義之 , 金俊豪 , 三橋伸夫：新潟県中越地震における地域施設の指定避難所としての使われ方の実態と傾向 - 旧長岡市の

































えば、約 8 割の建設者が自力仮設住宅を「仮設である」と捉えているのに対し、約 1 割は「恒久的である」と
捉えていることに触れられており、「仮設」概念それ自体の再検討が必要であることを示唆している。
注 120）　浅野平八 , 広田直行：公民館の避難所転用に関わる要件 - 船橋市におけるケーススタディ , 日本建築学会技術報告集 , 第 7
号 , pp.105-108, 1999
注 121）室崎益輝：応急仮設住宅の供給実態に関する研究 - 雲仙・奥尻にみる居住生活上の問題点 , 都市計画論文集 , 第 29 巻 , 
pp.761-764, 1994
注 122）　牧紀男 , 三浦研 , 小林正美：応急仮設住宅の物理的実態と問題点に関する研究－災害後に供給される住宅に関する研究その
1, 日本建築学会計画系論文集 , 第 476 号 , pp.125-133, 1995
注 123）　牧紀男：自然災害後の「応急居住空間」の変遷とその整備手法に関する研究 , 京都大学学位論文 , 1997
注 124）　塩崎賢明 , 原田賢使：被災地における自力仮設住宅の建設実態－阪神・淡路大震災における自力仮設住宅に関する研究 そ




































うな計 6 ヶ所を対象として 2005 年 1 月から 2008 年 8 月にかけて計 5 回行った調査にもとづいて分析・考察
を行っている。その結果、被災直後のテント生活で再構築の始まったコミュニティが、仮設住宅期に最も自治が
形成されるが、その後仮設住宅から恒久住宅への移行期において衰退に向かうこと、また、仮設住宅の施設や空
注 125）　研究成果の一部は右記の著作に収用されている。塩崎賢明 : 住宅復興とコミュニティ , 日本経済評論社 , 2009
注 126）　田中正人 , 高橋知香子 , 上野易弘：応急仮設住宅における「孤独死」の発生実態とその背景 - 阪神・淡路大震災の事例を通
して , 日本建築学会計画系論文集 , 第 654 号 , pp.1815-1823, 2010
注 127）　濱田甚三郎：復興拠点としての仮設市街地計画 , 都市計画 , 第 56 巻 , 第 3 号 , pp.47-52, 2007
注 128）　田中傑：関東大震災後の仮設市街地の実態と復興区画整理－旧下谷区御徒町 3 丁目地区のケーススタディ , 日本建築学会計
画系論文集 , 第 548 巻 , pp.169-175, 2001
45
間が、コミュニティ形成や居住者の生活（対応力）に様々な形で影響を与えることが明らかにされている。





























　北後ら注 133）は、阪神・淡路大震災の住宅再建において結果的に大きな 2 つのタイプとなった、「被災市街地
注 129）　落合知帆 , 松丸亮 , 小林正美：大規模災害からのコミュニティの再構築とコミュニティの問題対応能力に関する研究 - イン
ドネシア , アチェ州ムラボーの仮設住宅を事例として , 都市計画論文集 , 第 44 巻 , 第 3 号 , pp.325-330, 2009
注 130）　市古太郎 , 長谷川庄司 , 中林一樹： 2009 年スマトラ島西部地震における住宅再建支援スキームと発災半年時点における再
建始動状況 , 住宅系研究報告会論文集 , 第 5 号 , 2010
注 131）　檜谷美恵子 , 谷元ゆきえ , 平田延明 , 高田光雄 , 柴田和子 , 篠田美紀：住宅管理制度、管理の実態と共同意識 震災復興大規
模団地におけるコミュニティ形成に関する研究 (1), 都市住宅学 , 第 33 号 , pp.75-81, 2001 年　上記の論文のもとになった調査研究
の報告は下記の文献に収用されている。　髙田光雄ほか : 阪神・淡路大震災 - 災害復興住宅における生活再建とコミュニティ形成に
関する調査研究 , 都市住宅学会関西支部復興団地コミュニティ調査委員会 ,2002
注 132）　佐々木伸子 , 上野勝代 , 村谷絵美：コレクティブ住宅のコミュニティ形成効果とその要因 - 再開発受皿公営住宅におけるコ
レクティブ棟と一般棟の比較より , 日本建築学会計画系論文集 , 第 580 号 , pp.1-8, 2004
注 133）　北後明彦 , 樋口大介 , 室崎益輝：阪神・淡路大震災からみた住宅再建支援のあり方 - 被災市街地における住宅再建と災害復





































注 134）　福留邦洋 , 中林一樹：阪神・淡路大震災の被災市街地における住宅被害と再建過程に関する分析 - 所有関係の視点から , 都
市計画論文集 , 第 35 巻 , pp.403-408, 2000
注 135）　浅井保 , 重村力 , 西天平：街区特性から見た住宅再建過程 : 阪神淡路大震災後の神戸市東灘区住吉地区を対象として , 日本
建築学会計画系論文集 , 第 545 号 , pp.207-214, 2001
注 136）　安藤元夫 , 幸田稔 , 坂本滋之：木造密集市街地の細街路 , 狭小宅地における住宅再建の困難性に関する研究 - 阪神大地震・
白地地域の西須磨地区におけるケーススタディ , 都市計画論文集 , 第 32 巻 ,pp.751-756, 1997
注 137）　野澤千絵 , 小浦久子 , 鳴海邦碩：被災地の住宅の個別再建による街区内細街路の変化に関する研究 - 芦屋市における阪神・
淡路大震災被災市街地を事例に , 都市計画論文集 , 第 33 巻 , pp.847-852, 1998
47
いる。また、街区環境の改善を目的とした街区単位の整備の方針・手法が必要であることを指摘している。
































注 138）　山崎義人 , 田中貴宏 , 山口秀文 , 重村力 , 北後明彦：伝統的な建物配置や敷地構成の居住環境の再建への影響 -2006 年ジャ
ワ島中部地震被災地であるプレンブタン集落を事例として , 日本建築学会計画系論文集 , 第 639 号 , pp.1075-1083, 2009
注 139）　徳尾野徹 , 杉山茂：阪神・淡路大震災被災地における市街地変容と中高層マンションの実態 , 日本建築学会計画系論文集 , 
第 572 号 , pp.9-15, 2003
注 140）　酒井沢栄 , 土井幸平：震災後の中高層共同住宅増加に伴う住環境形成上の課題－西宮市の例 , 日本建築学会計画系論文集 , 
第 526 号 , pp.209-214, 1999
注 141）　塩崎賢明 , 田中正人 , 堀田祐三子：被災市街地における住宅・市街地特性の変化と居住者の「孤立化」に関する研究－尼崎
市築地地区の市街地復興事業を通して , 日本建築学会計画系論文集 , 第 605 号 , pp.119-126, 2006
注 142）　中川和樹 , 山崎寿一 : 農村地域の高齢者支援ネットワークと居住継続に関する考察 ‒ 輪島市門前町道下の場合 , 日本建築学















　山口弥一郎注 144）は、先述のように、三陸地方における明治 - 昭和間の 40 年間における津波復興と再度被災






















注 143）　越村俊一：津波防災対策としての高地移転と土地利用規制 , 自然災害科学 第 25 巻 2 号 , pp.142-145, 2006
注 144）　山口 1972　前掲　注 5, 注 6 参照
注 145）　仲里英晃 , 村尾修：2004 年スマトラ沖津波後のスリランカにおける恒久住宅建設過程の地域間比較 , 都市計画論文集学術
研究論文発表会論文 41-3,pp.689-694,2006
注 146）　青田良介 , 室崎益輝 , 重村力 , 北後明彦 , カウディ・ウェラシンハ : スリランカ南部を中心にした津波災害後約 2 年間の恒久























宅のデザイン」（被災前よりも良くなった：42%, 被災前と変わらない：14%, 被災前よりも悪くなった :41%）、「住
宅の建材」（同：27%, 同：21%, 同：49%）、「各種サービス（水道、電気、道路）へのアクセス」（同：14%, 同：












注 147）　M.LYONS : Building Back Better-The Large-Scale Impact of Small-Scale Approaches to Reconstruction,World 
Development,vol.37,pp.385-398,2009
注 148）　N.Klein : The Shock Doctrine -The Rise of Disaster Capitalism,Picador,2008 （幾島幸子訳 , 村上由見子訳：ショック・ドクト
リン－惨事便乗型資本主義の正体を暴く , 岩波書店 , 2011）
注 149）　S.Jayasuriya,D.Weerakoon,N.Arunatilaka and P.Steele : Economic Challenges of Post-Tsunami Reconstruction-Sri Lanka Two 
Years On, Institute of Policy Studies,2006
注 150）　Miwa (Imura) Abe：Adaptive and Sustainable Post-Tsunami Human Resettlement in Sri Lanka and India　( 安部 ( 井村 ) 美




























評価をおこなった研究注 154）、被災者の生活再建支援における NGO の役割や連携の仕組みを明らかにした研究注
155）、災害後のまちづくり活動における民間非営利団体の役割と有効性に関する研究注 156）などがある。
注 151）　青砥穂高 , 熊谷良雄 , 糸井川栄一 , 澤田雅浩：新潟県中越地震による中山間地域集落からの世帯移転の要因と世帯移転が集
落コミュニティに及ぼす影響に関する研究 , 地域安全学会論文集 , 第 8 号 , pp.155-162, 2006
注 152）　石川永子 , 池田浩敬 , 澤田雅浩 , 中林一樹：被災者の住宅再建・生活回復から見た被災集落の集団移転の評価に関する研究 -
新潟県中越地震における防災集団移転促進事業の事例を通して , 都市計画論文集 , 第 43 号 ,  pp.727-732, 2008,  石川永子 : 環境移
行をともなう移転復興に関する計画論的研究 - トルコ・マルマラ地震および新潟県中越地震の移転復興事業を事例として , 首都大学
東京博士学位論文 , 2009
注 153)　岸幸生 , 小泉秀樹 , 渡辺俊一：阪神淡路大震災復興区画整理事業における「2 段階都市計画決定方式」の問題点と有効性に
関する一考察 , 都市計画論文集 , 第 32 巻 , pp.757-762, 1997
注 154）塩崎賢明：阪神・淡路大震災の復興都市計画事業における「2 段階都市計画決定方式」の評価に関する研究 , 都市計画論文
集 , 第 33 巻 , pp.97-102, 1998
注 155）青田良介 , 室崎益輝：インド・グジャラート地震における NGO 活動を中心にしたコミュニティの生活再建支援について , 地
域安全学会論文集 , 第 3 号 , pp.163-172, 2001
注 156）薗頭紗織 , 越山健治 , 北後明彦 , 室崎益輝：災害後のまちづくり活動における民間非営利団体の役割と有効性に関する研究 , 

















































































































図 1-19　平時 - 非常時における居住地の選択肢の捉え方
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第 5節　論文の構成
　図 1-20 に本論文の構成を示した。本論文は、序論（第 1 章）、本論（第 2 章～第 6 章）、補章、結論（第 7 章）
で構成される。　








内容とその評価を整理している。そのうえで、再定住地・全 351 ヶ所（計 33,760 戸）の計画（住宅立地、住

























































































　第 6 章では、再定住地 G におおける被災者の生活・仕事の継続に対するマイクロクレジットの効果の有無の
分析を通じて、再定住地において津波被災者が生活・仕事を支えた社会的環境とその役割を明らかにしている。
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注 1)  インド洋津波から約 4年が経過した時点において、スリランカの復興に関して政府、国際機関、NGO、研究者などによって多
くの報告がなされてきた。しかし、再定住地の実態に関する調査は必ずしも多くない。再定住地の実態に関する研究の詳細は、本










図 2-1 にスリランカの地図と被災県の範囲を、表 2-1、表 2-2 に県別の被害状況を示した。
　スリランカは北海道の約 8割ほどの面積を持つ島国である。津波被害は北西部を除く国土沿岸のほぼ全域に
およんだ（図 2-1）。津波の高さは東岸で 5m～ 15m、西岸で 2m～ 10mであった注2）。死者・行方不明者は
36,603 人であり、鉄道・道路、水道・電気などのインフラの被害にくわえ、住宅被害は全壊・半壊あわせて



















マリー：3.0m～ 5.0 ｍ、バティカロア：3.0m～ 7.0 ｍ、アンパラ：3.0m～ 7.0 ｍ、ハンバントータ：6.0m～ 11.0 ｍ、マータラ：
3.0m ～ 6.0 ｍ、ゴール：4.5m ～ 9.5 ｍ、ヒッカドゥワ：3.5m ～ 10.5 ｍ、カルタラ：3.0m ～ 6.0 ｍ、モラトゥワ：2.5m ～ 3.5
ｍ、コロンボ：1.5m～ 3.0 ｍ、プッタラム：1.0m～ 2.0 ｍ（J.Wijetunge：Tsunami on 26 December 2004: Spatial Distribution of 
















































　＊1　各県における沿岸の郡 (D.S.division) の人口　　　　　　   ＊ 2　各県における沿岸の郡 (D.S.division) の住宅数
　＊ 3　沿岸部の人口に占める死者・行方不明者数の割合　　　　＊ 4　沿岸部の住宅数に占める全半壊住宅数の割合　　
（出所 人口・住宅：Department of Census and Statistics : Census of Population and Housing 2001,2001, 2001 年現在、住宅被害：Department of Census 
and Statistics : Final Report - Census on the buildings and people aff ected by the Tsunami disaster 2004,2005.2, 2005 年 2月現在）
（出所 RADA：Progress Report of Housing as at 01st November 2006, 2006 年 11 月現在）
 ＊ 1　漁民とその家族をあわせた人口　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　 ＊ 2　各県の沿岸部の人口（表 2-1）に占める水産業人口の割合
 ＊ 3　各県の人的被害総数（表 2-1）に占める漁民とその家族の人的被害の割合　 ＊ 4　各県の住宅被害総数（表 2-1）に占める漁民の住宅被害の割合














沿岸部 *1 沿岸部 *2 被災率 *3 被害率 *4
西部
1 ガンパハ 2,066,096 306,195 1,490 511,621 71,644 6 5 11 0.00 % 227 627 854 1.2 %
2 コロンボ 2,234,289 1,029,140 3,401 507,678 210,768 79 12 91 0.00 % 2,824 3,571 6,345 3.0 %
3 カルタラ 1,060,800 448,644 668 270,147 103,312 256 155 311 0.07 % 2,056 3,685 5,741 5.6 %
南部
4 ゴール 990,539 444,215 605 253,697 103,683 4,218 554 4,772 1.07 % 4,479 7,147 11,626 11.2 %
5 マータラ 761,236 270,073 594 197,552 64,764 1,342 613 1,955 0.72 % 1,667 4,571 6,238 9.6 %
6 ハンバントータ 525,370 235,452 204 148,516 65,259 4,500 963 5,463 2.32 % 1,076 1,369 2,445 3.7 %
東部
7 アンパラ 589,344 288,264 136 145,184 65,952 10,436 876 11,312 3.92 % 8,139 10,671 18,810 28.5 %
8 バティカロア 486,447 271,560 181 112,778 70,684 2,840 2,375 5,215 1.92 % 7,445 9,960 17,405 24.6 %
9 トリンコマリ 340,158 261,502 129 81,379 63,781 1,078 337 1,415 0.54 % 3,893 3,638 7,531 11.8 %
北部
10 ムラティブ 121,667 78,589 62 不明 19,168 3,000 552 3,552 4.52 % 4,428 1,263 5,691 29.7 %
11 ジャフナ 490,621 425,437 499 不明 103,765 2,640 1,647 4,287 1.01 % 3,369 2,146 5,515 5.3 %
12 キリノチ 127,263 101,233 103 不明 24,691 560 1 561 0.55 % 288 0 288 1.2 %
北西部 13 プタラム 705,342 498,049 234 192,295 130,852 4 3 7 0.00 % 12 43 55 0.0 %
合計（平均） 4,658,353 639 不明 1,098,323 30,959 5,644 36,603 0.79 % 39,903 48,641 88,544 10.4 %
州 県













割合 *2 割合 *3 割合 *4
西部
1 ガンパハ 16,624 52,600 17.2 % 5 1 6 54.5 % 146 152 298 34.9 % 66 359 425
2 コロンボ 2,406 8,856 0.9 % 6 0 6 6.6 % 762 792 1,554 24.5 % 64 280 344
3 カルタラ 3,797 15,084 3.7 % 21 6 27 8.7 % 1,027 1,231 2,258 39.3 % 405 393 798
南部
4 ゴール 5,452 21,074 4.7 % 376 39 415 8.7% 1,451 1,111 2,562 22.0 % 846 556 1,402
5 マータラ 7,777 27,323 10.1 % 378 23 401 20.5 % 739 1,135 1,874 30.0 % 703 1,125 1,828
6 ハンバントータ 5,713 24,927 10.6 % 438 44 472 8.6 % 630 1,083 1,713 70.6 % 1,154 717 1,871
東部
7 アンパラ 15,495 70,175 24.3 % 908 0 908 8.0 % 2,148 1,378 3,526 18.7 % 1,332 1,114 2,446
8 バティカロア 21,034 74,307 27.4 % 684 23 707 13.6 % 3,705 2,830 6,535 37.5 % 3,962 661 4,623
9 トリンコマリ 18,246 42,856 16.4 % 328 0 328 23.2 % 2,156 1,751 3,907 51.9 % 4,155 1,439 5,594
北部
10 ムラティブ 3,844 16,468 21.0 % 858 0 858 24.2 % 1,399 462 1,861 32.7 % 2,145 - 2,145
11 ジャフナ 14,558 63,709 15.0 % 856 0 856 20.0 % 2,227 1,242 3,469 62.9 % 2,398 803 3,201
12 キリノチ 3,897 18,563 18.3 % 11 0 11 2.0 % 8 - 8 2.8 % 168 18 186
北西部 13 プタラム 19,978 83,540 17.2 % 1 0 1 14.3 % 36 162 198 - 53 211 264























1 ガンパハ 52 50 675 -164 511 240 140 42 422 0 254 0 254 165
2 コロンボ 1,363 1,329 5,984 -1,031 4,953 60 117 0 177 0 1,131 0 1,131 -3,645
3 カルタラ 1,661 502 6,124 573 6,697 4,583 1,018 669 6,270 708 1,170 0 1,878 1,451
南部
4 ゴール 5,561 620 12,781 1,932 14,713 9,487 2,521 183 12,191 2,441 1,043 19 3,503 981
5 マータラ 3,234 457 7,464 -229 7,235 4,991 701 0 5,692 632 1,078 0 1,710 167
6 ハンバントータ 1,780 0 4,084 -891 3,193 1,316 3,479 499 5,294 170 396 266 832 2,933
東部
7 アンパラ 18,491 2,353 24,438 3,372 27,810 9,943 622 44 10,629 11,355 2,110 354 13,819 -3,382
8 バティカロア 12,437 4,136 17,948 4,575 22,523 7,642 678 21 8,341 12,196 1,466 281 13,943 -239
9 トリンコマリ 6,307 3,575 8,074 1,853 9,927 3,312 740 129 4,181 534 1,221 566 2,321 -3,425
北部
10 ムラティブ 2,124 760 5,556 -99 5,457 0 0 0 0 5,457 0 0 5,457 0
11 ジャフナ 3,574 2,943 5,109 4,031 9,140 2,358 502 481 3,341 2,949 1,227 894 5,070 -729
12 キリノチ 473 330 288 1,548 1,836 0 143 0 143 596 250 0 846 -847














　スリランカ政府は被災直後、国家再建対策本部（Taskforce for Rebuilding the Nation ＝ TAFREN-2005 年 11
月に復興開発庁 Reconstruction and Development Agency ＝ RADA に改組）を設置し、被災者の緊急支援を開始
した。そして津波被害から約 1ヶ月後の 2005 年 2月には住宅復興事業が開始された。
　住宅復興事業では、まず応急仮設住宅の供給が開始され、続いて恒久住宅の再建に対する支援が開始された。
住宅再建支援が必要な住宅は 98,525 戸（2005 年 6月発表。同年 12 月に 114,069 戸に修正）と推計され、3
注３）　インド洋沿岸全域に影響した津波は少なくとも 1900 年以降は初めてであり、スリランカにはそれ以前の津波の記録も残され
ていない。スリランカの人々の津波に対する知識はほぼ皆無であったと言える。なお、インド洋沿岸でスマトラ島沖地震津波のよ
うな大津波が発生する周期はおよそ 250 年であると言われている（河田惠昭：津波災害 - 減災社会を築く ,  岩波書店 , 2010）。　
　写真 2-1（左上）津波被災前の南西岸の風景：砂浜とココヤシ林が続き、所々に伝統的な木造漁船がある
　写真 2-2（右上）津波到来直前の沿岸の様子：海水が沖まで引いて海底が露出している








80,970 戸）、②再定住地への移住に対する支援（対象戸数：22,040 戸）、③その他（対象戸数：4,448 戸）がある。
　なお、2005 年 12 月にバッファーゾーンの規制が緩和され、西岸で 100 ｍ、東岸で 200 ｍと一律に定めら







policy & Implementation Guidelines- Housing &Town Development” の内容を整理したものである。以下、この
文献を「住宅再建ガイドライン」と呼ぶ。また、図 2-3 は住宅再建支援の申込書の和訳である。
　1 被災地での住宅再建に対する支援 
　居住支援施策の一つ目は、住宅所有者主導の住宅再建（House Owner Driven Program ＝ ODP) と呼ばれる。
　これは、被災時にバッファーゾーン外に住宅を所有していた被災者を対象として、住宅被害の程度（全壊か半
注4）　TAFREN. Assistance policy & Implementation Guidelines- Housing &Town Development, 2005




注 6）　規制緩和後の各地のバッファーゾーンの範囲（海岸線からの距離）を以下に示した。コロンボ：45m～ 55m, カルタラ：35m












































































































































しない被災者にも拡大された注7）。これにより、支援が必要とされる恒久住宅戸数が 98,525 戸から 114,069 戸















注7）　Reconstruction And Development Agency (RADA)：Revised Tsunami Housing Policy, 2006
注 8）　青田良介 , 室崎益輝 , 重村力 , 北後明彦 , カウディ・ウェラシンハ : スリランカ南部を中心にした津波災害後約 2年間の恒久住
宅再建の変遷とその後の課題 - 政府の対策と被災者の見解を踏まえた考察 , 地域安全学会論文集 , No.9, pp. 55 ～ 64, 2007

























　スリランカに計画された再定住地・全 351 ヶ所の立地（海岸からの距離）の平均は約 1.8km であった（図
2-4）。また、南西岸の再定住地の立地（海岸からの距離）の平均は約 2.1kmであり、海岸線から 1km以内（徒
歩 15 分圏内の目安と想定）に立地する再定住地の占める割合が件数で約 43%、戸数で約 33% であった（図
2-5）。東岸・北岸の再定住地の立地の平均は約 1.6kmであり、海岸線から 1km以内に立地する再定住地の割合




注10）　N.Klein : The Shock Doctrine -The Rise of Disaster Capitalism,Picador,2008 （幾島幸子訳 , 村上由見子訳：ショック・ドクト
リン－惨事便乗型資本主義の正体を暴く , 岩波書店 , 2011）
注 11）　Miwa (Imura) Abe：Adaptive and Sustainable Post-Tsunami Human Resettlement in Sri Lanka and India　( 安部 ( 井村 ) 美和 
：スリランカ・インドにおける津波後の再定住への適応と継続性 ), 京都大学学位論文 ,2011
注 12）　S.Jayasuriya,D.Weerakoon,N.Arunatilaka and P.Steele : Economic Challenges of Post-Tsunami Reconstruction-Sri Lanka Two 









　スリランカに計画された再定住地・全 351 ヶ所の規模（住宅戸数）の平均は約 105 戸であった（図 2-4）。ま







注 13）　詳しくは第 3章 2節で述べるが、スリランカのシンハラ人社会では、居住地（特に低所得層の集住地）の総称として「土
地」あるいは「庭」を意味する「ワッタ」が用いられている（T.Silva, K.Athukorala:Watta-Dwellers-A Sociological Study of Selected 


































































































































































































































（ヶ所） （戸） （ヶ所） （戸） （ヶ所） （戸） （ヶ所） （戸） （ヶ所） （戸） （ヶ所） （戸）
西部
1 ガンパハ - - - - - - - - - - - -
2 コロンボ 0 0 0 0 0 0 8 716 0 0 8 716
3 カルタラ 21 1,289 12 592 0 0 4 583 0 0 37 2,464
南部
4 ゴール 53 5,374 17 890 2 179 4 211 2 70 78 6,724
5 マータラ 48 2,948 4 162 3 566 3 124 0 0 58 3,800
6 ハンバントータ 28 4,557 0 0 0 0 1 40 0 0 29 4,597
東部
7 アンパラ 24 2,671 1 100 0 0 8 2,684 2 250 35 5,705
8 バティカロア 20 3,114 2 78 0 0 0 0 0 0 22 3,192
9 トリンコマリ 27 3,302 0 0 0 0 3 366 0 0 30 3,668
北部
10 ムラティブ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
11 ジャフナ 42 4,354 0 0 0 0 0 0 0 0 42 4,354
12 キリノチ 12 1,037 0 0 0 0 0 0 0 0 12 1,037
北西部 13 プタラム - - - - - - - - - - - -



















1 ガンパハ - - - - - - -
2 コロンボ 6 2 0 0 0 0 8
3 カルタラ 4 6 7 5 1 14 37
南部
4 ゴール 1 0 5 0 14 58 78
5 マータラ 5 10 15 6 5 17 58
6 ハンバントータ 3 1 12 7 6 0 29
東部
7 アンパラ 1 0 8 1 1 24 35
8 バティカロア 2 0 8 0 4 8 22
9 トリンコマリ 0 2 5 1 4 18 30
北部
10 ムラティブ 0 0 0 0 0 0 0
11 ジャフナ 2 0 6 1 0 33 42
12 キリノチ 0 0 0 0 0 12 12
北西部 13 プタラム - - - - - - -




































注14）　スリランカにおける建て方別にみた住宅戸数を以下に示す（2001 年時点）。戸建住宅 Single House：3,429,776 戸（86.3%）、
Attached House：139,354（3.5%）、 Flat：72160 戸（1.8%）、 Row House：214,187 戸（5.4%）、Hut：33,258 戸（0.8%）、Other：
4,708（0.1%）、Not Reported：81,226 戸（2.0%）。（Department of Census and Statistics of Sri Lanka：Population and Housing 
Censuses in 2001, 2001）
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第 2章　津波被災者の再定住地への移住と生活再建の実態
　第 1項　再定住地への人口移動   
　表 2-6 に南西岸における各地域の世帯移動の距離（再定住地と従前居住地の距離）、表 2-7 に同じく移動の規





















世帯数 件数 *2 世帯数 件数 *2 世帯数 件数 *2 世帯数 件数 *2 世帯数 件数 *2
1 23 23 14 14 32 32 30 30 34 34
1 - 5 64 23 19 7 126 46 116 38 81 28
5 - 10 90 12 38 5 123 17 41 6 54 7
10 - 30 162 9 126 8 443 23 245 11 247 13
30 - 60 0 0 136 3 206 4 253 6 0 0
60 - 120 69 1 176 2 106 1 146 2 311 4
120 - 250 0 0 0 0 0 0 0 0 141 1
250 - 0 0 0 0 0 0 0 0 953 2
合計 408 68 510 39 1,036 123 831 93 1,821 89
1 地区あたり
の件数 *3 5.2 2.8 3.2 4.0 1.9
１再定住地
あたりの件数 *4 - 2.8 12.3 6.6 17.8
1 件あたりの
規模 *5（世帯） 6.0 13.1 8.4 8.6 20.7
 ＊ 1　ある地区（G.N.Division）から同じ再定住地へと移住した世帯のまとまりの大きさ    
 ＊ 2　ある地区（G.N.Division）から同じ再定住地へと移住した世帯のまとまりを「1件」とする　
 ＊ 3　従前地区から平均何カ所の再定住地へ移住したかを表す（「件数の合計」÷「世帯移動が行われた地区数（図 2-6 参照）」）。  
















世帯数 件数 *2 世帯数 件数 *2 世帯数 件数 *2 世帯数 件数 *2 世帯数 件数 *2
0-4 48 9 478 26 575 38 452 37 1401 23
4-10 99 11 27 9 414 62 324 43 262 23
10-20 195 25 5 4 47 23 55 13 97 31
20-30 36 11 0 0 0 0 0 0 3 1
30-50 26 8 0 0 0 0 0 0 58 11
50-100 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0
100- 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0
合計 408 68 510 39 1,036 123 831 93 1,821 89
1 世帯平均
（km）*3 14.9 2.5 4.0 4.8 5.6
１件平均
（km）*4 23.2 4.1 6.4 5.8 14.1
 ＊ 1　ある世帯の再定住地と従前居住地区の直線距離    
 ＊ 2　ある地区（G.N.Division）から同じ再定住地へと移住した世帯のまとまりを「1件」とする
 ＊ 3　距離合計を世帯数で除した値  
 ＊ 4　距離合計を件数で除した値
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人的被害 (死亡・行方不明 )    12 人







































































































































































人的被害 (死亡・行方不明 )    16 人
住宅被害（全半壊）   　　  2,228 戸
被災地区数　16 地区
再定住地数　14 ヶ所　(915 戸 )
住宅移転が行われた地区の数  11 地区






































































人的被害 (死亡・行方不明 )    43 人
























































































人的被害 (死亡・行方不明 )    855 人
住宅被害（全半壊）   　　   5,696 戸
被災地区数　52 地区
再定住地数　12 ヶ所　(1,783 戸 )
住宅移転が行われた地区数　39 地区

























あり、都市開発の一環として約 1,500 戸で構成される国内最大の再定住地（Siribo Pura1&2）が建設された。こ
の再定住地を含め、ハンバントータ郡の再定住地では、郡内の津波被災者だけでなく、他郡の津波被災者や、津
波で被災していない者（主に内陸の低所得者）に対しても住宅供給が行われた。
　一方、カルタラ郡（１世帯平均・約 2.5km、1件平均・約 4.1km）、ヒッカドゥワ郡（1世帯平均・約 4.0km、
1件平均・約 6.4km）、ウェリガマ郡（1世帯平均・約 4.8km、1件平均・約 5.8km）は、上記の 2郡に比べる
と移動距離が比較的短い。これらの 3郡では、モラトゥワ郡、ハンバントータ郡に比べると、被災時の居住地








再定住地あたりの移動件数（再定住地が平均何ヶ所の従前地区で構成されるか）の平均は約 9.9 件、移動 1件
あたりの規模（再定住地への移住が平均何世帯のまとまりか）の平均は 11.4 世帯であった（表 2-9）。
　移動の規模の大小には地域差がある。移動 1件あたりの規模が最も小さいのはモラトゥワ郡であり、平均約









　一方、カルタラ郡（1件あたり約 13.1 世帯、地区あたり約 2.8 件、再定住地あたり 2.8 件）、ヒッカドゥワ郡（1
件あたり約 8.4 世帯、地区あたり約 3.2 件、再定住地あたり約 12.3 件）、ウェリガマ郡（1件あたり約 8.6 世帯、
地区当たり約 4.0 件、再定住地あたり約 6.6 件）は上記の 2郡の中間である。すなわち、上記の 3郡では、被
災時の居住地からまとまって再定住地へと移住する度合いはモラトゥワ郡よりも大きく、ハンバントータ郡より
も小さい傾向があった。また、再定住地における従前地区の混在の度合いはハンバントータ郡よりは小さい。と























































は 3,000 ～ 5,000Rs. と被災者にとっては安くはない値段であり、なおかつ被災地では配管工の人手が不足して
　写真 2-11（左）津波直後のヒッカドゥワの集落：集落内に停車していた列車が 200m以上流された







　また、海岸線から 1.3km 内陸の水田に囲まれた土地に建設された再定住地であるManujaya Pura（図 2-8 上























   写真 2-13（左）ハンバントータ郡の再定住地 B：新都市計画の一環として建設された国内最大の再定住地
   写真 2-14（右）再定住地の住宅：水・電気が不足し空き家が目立つが、居住者自ら環境改善する例もみられる
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　表 2-8 にウェリガマ郡における再定住地の計画内容（立地、規模、住宅形式など）と定住率（2008 年 12 月
現在）を示した。また、図 2-9 にウェリガマ郡における再定住地の分布と世帯移動を示した。ウェリガマ郡では、
インド洋津波によって死者数 365 人、全半壊住宅 2,810 戸の被害が生じた。住宅復興においては 14ヶ所の再
定住地が建設され、被災前の同郡の住宅数の約 12.3% にあたる 1147 戸が供給された。
　2008 年 12 月から翌年 1月にかけて、ウェリガマ郡の再定住地全 14ヶ所を訪れたところ、再定住地の定住
率には入居から 1～ 2年が経過して差が生じてきていることが明らかになった（表 2-8）。
　再定住地 Aは、海岸線から約 2.1km内陸の丘陵地に位置する、500 戸の戸建て住宅から成る再定住地である。














































人的被害 (死亡・行方不明 )    365 人
住宅被害（全半壊）   　　   2,810 戸
被災地区数　21 地区















A Tea Watta 2.1 500 戸建て 不定形 18 06 年 6月 50 %
B Gurubebila Watta 0.5 52 共同（二戸一） 並列 4 07 年 2月 96 %
C Usgedi Watta 1.9 47 戸建て 格子 - 06 年 8 月 74 %
D Rohal Watta 2.4 10 戸建て 直線 3 06 年 5月 80 %
E Kambikoratuwa Watta 0.9 42 戸建て 格子 7 06 年 9月 83 %
F Kandepamulla Watta 0.3 28 共同（積層） 直線 9 06 年 10 月 93 %
G Baddakonawilla Watta 1.2 101 戸建て 不定形 6 06 年 12 月 90 %
H Charli Mount Watta 3.5 70 戸建て 不定形 10 06 年 1月 64 %
I Sundarwinaigar Watta 3.7 76 共同（長屋） 同心円 13 06 年 1月 50 %
J Higgahakoratuwa Watta 0.2 19 戸建て 並列 - 06 年 8月 94 %
K Willegoda Watta 2.7 80 戸建て 格子 - 06 年 2月 90 %
L Epita Watta 0.8 77 戸建て 並列 3 06 年 4月 92 %
M Devagiri Watta 0.9 14 戸建て 並列 7 07 年 12 月 93 %
N Samudra Watta 0.2 34 戸建て 格子 7 07 年 9月 85 %
表 2-8　ウェリガマ郡における再定住地の計画と定住率
（ウェリガマ郡役所より提供された資料および実地調査をもとに作成）
   写真 2-15（左）二戸一タイプの例（ウェリガマ郡・再定住地 B）
   写真 2-16（中）長屋タイプの例（ウェリガマ郡・再定住地 I）



























　スリランカでは、国土の沿岸のほぼ全域が被災し、死者・行方不明者 36,603 人、全半壊住宅数 88,544 戸と
いう甚大な被害が生じた。被災した沿岸の全域で海岸線から 100m以内（東部・北部は 200m）がバッファー
ゾーンに指定され、バッファーゾーン内で被災した被災者は住宅の修復・再建が禁止されるとともに、再定住
地への移住が誘導された。計画された再定住地（全 351 ヶ所・計 33,760 戸）の海岸線からの距離は平均・約
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施にはやはり慎重な判断が必要である。しかし、第 1 章第 1 節で述べたように、現実には様々な理由によって
第３章　社会関係および権利関係からみた生活再建の分析枠組み
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注 1)  三井康壽 : 防災行政と都市づくり - 事前復興計画論の構想 , 信山社 ,2007,pp.223-226 を参照。
注 2) 阪神・淡路大震災後の公的住宅再建支援に関する評価として、被災者に対する居住支援を「避難所→応急仮設住宅→災害復興
公営住宅団地」という単線的プログラムに集中させたことの問題が指摘されている（髙田光雄：住宅復興における取り組み , 復興

































注 3) M.Cernea and C.McDowell.(Ed.): Risks and Reconstruction: Experiences of Resettlers and Refugees,World Bank,2000
注 4) 松澤節子 : 途上国における強制移転政策形成の論点 - 途上国に特有の諸問題を踏まえて -, 国際協力研究 , Vol.13 No.2,pp.47-
58,1997
注 5) M.Cernea and H.Mathur (Ed.): Can Compensation Prevent Impoverishment?-Reforming Resettlement Through Investments And 
Benefi t-Sharing,Oxford Univ. Press,2008
注 6) World Bank:Involuntary Resettlement,Operational Directive4.30,The World Bank,Washington,D.C., 1990.
注 7)  福木聡 , 大月敏雄 , シン・ソチェト , 間瀬陽介 , 深見かほり：カンボジア・プノンペンにおける再定住事業に関する研究－ Kork 
Kleang1 地区を事例として , 日本建築学会住宅系研究論文報告会論文集 1,pp.121-130,2006
注 8)  牧紀男 , 三浦研 , 小林正美 , 林春男 :1992 年インドネシア・フローレス島地震・津波災害後の再定住地の変容プロセス , 日本建
築学会計画系論文集 , 第 566 号 ,pp.1-8,2003
注 9)  石川永子 , 池田浩敬 , 澤田雅浩 , 中林一樹 : 被災者の住宅再建・生活回復から見た被災集落の集団移転の評価に関する研究 - 新潟
県中越地震における防災集団移転促進事業の事例を通して , 都市計画論文集 , 第 43 号 ,pp.727-732,2008
注 10)  田中正人 , 塩崎賢明 , 堀田祐三子 : 市街地復興事業による空間再編システムと近隣関係の変化に関する研究 - 阪神・淡路大震災






























注 11）　高桑史子 : スリランカ海村の民族誌 - 開発・内戦・津波と人々の生活 , 明石書店 ,2008
注 12)  G.Obeyesekere : Land tenure in village Ceylon -a sociological and historical study, Cambridge University Press, 1967
　N.Yalman：Under the Bo Tree -Studies in Caste, Kinship & Marriage in the Interior of Ceylon, University of California Press, 1967
注 13）K.T.Silva, K.Athukorala:Watta-Dwellers-A Sociological Study of Selected Urban Low-Income Communities in Sri Lanka,University 
Press of Amer,1991,pp.61-65
注 14）　S.Tilakaratna et al. : UNISEF Assisted Project on the Environmental Health and Community Development in the Slums and 
Shanties of the Colombo City (1973-83) ‒An Evaluation Study, Colombo, UNISEF, 1984, p.14　
注 15)  Colombo Municipal Council：Poverty profi le-City of Colombo, DFID/UNDP/UN-HABITAT/UMP urban poverty reduction 
project, 2002, p.4
注 16） 　K.T.Silva & K.Athukorala（1991）。注 13 を参照。
注 17）　谷口佳子：社会関係 - 婚姻、家族、親族 , 杉本良男編：もっと知りたいスリランカ , 弘文堂 , 1987,pp.73-94 
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　図 3-4 にワッタにおける親族の分布の例を、図 3-5 に血縁・姻戚関係を示した。先述したように、結婚した





　スリランカの行政区は、国（Nation）の下に県（District）、郡（Divisional Secretariat Division;DS division と







　スリランカは多民族・多宗教国家であり、その内訳は、第 1 章第 3 節で既に示した。民族と宗教はそれぞれ
異なる概念であるが、構成だけをみればスリランカにおいて両者はほぼ一致している。すなわち、仏教はシンハ
ラ人の間で信仰されており、ヒンドゥー教は東部・北部に多いスリランカ・タミル、中央の高地に多いインド・
注 19)  高桑（2008）,p.298 および N.Yalman : Under the Bo Tree -Studies in Caste, Kinship & Marriage in the Interior of Ceylon, 
University of California Press, 1967, p.115 を参照。
注 20)  松本脩作 , 大岩川嫩編：第三世界の姓名－人の名前と文化 , 明石書店 , 1994





注 22)  辛島昇 , 江島恵教 , 小西正捷 , 前田専学 , 応地利明編： 南アジアを知る事典 , 平凡社 , 2002, pp.372-373
注 23)  高桑（2008）, p.60
注 24)  辛島ら（2002）, p.373
注 25)  高桑（2008）, pp.117-121
注 26）Bay of Bengal Project（BOBP）が 1991 年にゴール県内の漁業世帯の 45％にあたる 1,281 世帯に対して行った調査では、漁
協からの融資の使途は、漁船と漁具購入は全体の 3% で、日常の消費、医療、冠婚葬祭、耐久消費財の購入が 49% を占める。これ


























     5 金融
　スリランカでは、貧困削減のための様々な政策が行われてきたが、その具体的な手段として、融資の貸付が定










































注 28)  ウェリガマ郡のある集落において行われているシートゥワのリーダーに対して行ったヒアリング調査による。ウェリガマ一帯
で行われているシートゥワは概ねこのような方式であるという。また、こういった方式は一般的に、回転金融講 (Rotating Savings 












































Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
 Ⅰ：地縁・血縁によるコミュニティ形成          Ⅱ：血縁によらないコミュニティ形成


















































　図 3-7 の A および B では、一つの住宅敷地が個人によって所有されている。この場合、住宅敷地の私有権が
確立されており、所有者は住宅敷地に対する他者の利用を法的に排除することができる。図 3-7 の A では、個
人が所有する住宅敷地が複数の個人によって利用されている。図 3-7 の B のように個人が所有する住宅敷地が
注 29）　中根千枝によると、Kinship とは血縁・婚姻などによってつながる関係であるが、それに付随する意味をおりこんだ社会人類
学特有の概念であり、日本語に対応する語彙を見い出すことが難しい用語の一つであると述べている。Consanguinity が生物的な血
縁であるのに対して、Kinship は社会的な血縁を意味するものとして用いられるという（中根千枝 : 社会人類学 - アジア諸社会の考
察 , 東京大学出版会 ,1987、p.65）
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複数の個人によって利用される場合がある。この場合は複数の個人の間に同意が存在すると考えられる。
　図 3-7 の C および D は、一つの住宅敷地が複数の個人によって所有されている。複数の個人に所有権が法的
に確立されている場合もあるが、しばしば明文化されていない所有権がある。図 3-7 の C では、複数の個人が



















































































































社会関係および権利関係の状態の例を表す。そして、図 3-9 の（4）は、図 3-9 の（1）、（2）、（3）を重ね合わ
せて、社会関係および権利関係の再編を体系的に記述できるようにしたものである。


























研究では、第 1 章第 3 節でも述べたように、災害後の居住地移転という事象をある種のフィールド実験と見立
てることによって検証を試みる。すなわち、マイクロクレジットの関係を従属変数、地縁を独立変数として、2
次的変数（血縁、住宅敷地所有・利用関係、世帯の生業や経済状況）の影響に留意して、マイクロクレジットの
関係の成立に対する地縁の影響の有無を検証する。検証するにあたって図 3-9 に示した 3 段階を設定したこと
が重要であり、この 3 段階によってマイクロクレジットの関係に対する地縁の有無（図 3-9 の（１）：地縁あり、
（２）：地縁なし、（３）：地縁あり）の影響を繰り返し測定する。
　例えば、図 3-9 の（１）住宅移転前の従前居住地において世帯 A、世帯 B、および世帯 C のマイクロクレジッ
トの関係は地縁による関係のようにみえるが、（２）住宅移転後の従前居住地において、世帯 A、世帯 B は居住
地の範囲を超えてマイクロクレジットの関係を継続していることから、必ずしも地縁によらない関係であったこ
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析の対象は、第 5章、第 6章でも調査対象とする再定住地（ウェリガマ郡の再定住地・事例 G）の従前居住地
の一つであるワッタ Cである。第 1章第 3節でも述べたように、再定住地・事例 Gは入居後 2年経過時点で
90%という高い定住率を維持しており、居住地移転の「成功」と位置付けられる事例である。
第 2節　調査と分析について
　 1 調査対象―スリランカ南部ウェリガマ郡 
　第 3章で検討した社会関係および権利関係の分析枠組みを適用する事例として、スリランカ南部・ウェリガ
マ郡の津波被災居住地であるモーダラ・ワッタ（Modara Watta 以下、「ワッタ C」とする）と同郡に建設された
バッダコナウィラ・ワッタ再定住地（以下、「再定住地 G」とする）を選定した。図 4-1 にワッタ Cと再定住地
第４章　津波被災地における既存の社会関係および権利関係とその再編可能性
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第 2回：2008 年 11 月～ 2009 年 1月、第 3回：2009 年 9月～ 11月）によって得たものである。実地調査では、
再定住地 Gおよびウェリガマ地域において活動する現地のNGOであるグリーン・ムーブメント・オブ・スリラ
ンカ（Green Movement of Sri Lanka; GMSL）の協力を得て行った。GMSL の職員とともにワッタ Cの居住者 66
世帯を訪問し、社会関係および住宅敷地所有・利用関係についての聞き取り調査と住宅敷地の利用状況の目視調











　1 津波被災地 ペラナ村モーダラワッタの概要   
　ワッタ Cは 1970 年代から 1980 年代にかけて、スリランカ南西岸の人口増加が進んだ時期に、公営住宅や正
114
注 1)  聞き取り調査によると、津波以前、ワッタCには70世帯が居住していた。そのうち34世帯は仮設的な木造家屋に居住し、また、
31世帯は自宅に水道を持たず隣人や親戚の家の水道を共同的に利用していたという。
注 2)  スリランカ南端に位置するウェリガマ郡では、人口約 6.6 万人、住宅数 9332 戸のうち、インド洋津波によって死者 345 人、
全半壊住宅数 2810 戸の被害が生じた（Department of Census and Statistics of Sri Lanka:Final Report -Census on the buildings and 
people aff ected by the Tsunami disaster 2004,2005）。ワッタ Cがあるペラナ南地区では 377 戸のうち 244 戸が全壊し 151 世帯
が再定住地に転出した（同上）。
規の民間住宅にアクセスできない低所得者が沿岸の公有地に居住し始めたことを起源とする。1983 年に公有地
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の対象とされた注3）（ウェリガマ郡では 2005 年 10 月にバッファーゾーンが 45mに緩和された）。図 4-3 に示
したように、ワッタ Cでは 16世帯が再定住地 Gを含むウェリガマ郡内の再定住地へと転出した。
　図 4-1、図 4-4 に示したように、再定住地 Gは、海岸から約 1.2km 内陸に位置し、101 戸の戸建住宅から構
成されている。再定住地 Gは丘陵地帯に位置し、山を削って建設された住宅地である。住宅地内は地形の起伏
が激しく、雛壇状に住宅敷地が造成されている。再定住地Gにはウェリガマ郡各地から被災世帯が転入しており、







    ２ 社会関係および住宅敷地所有・利用関係の実態   







　ワッタ Cから再定住地 Gに転出した 5世帯のうち、住宅移転後の従前居住地に血縁を持つのは 4世帯、マイ
クロクレジットの関係を持つのは 1世帯であった。また、住宅移転後の従前居住地において住宅敷地を利用し
ているのは 2世帯であった。上記の 5世帯のうち、再定住地においてマイクロクレジットの関係を持つのは 4
世帯であった。また、再定住地において住宅敷地の共同所有や共同利用を行っている世帯はみられなかった。
     ３ 住宅敷地所有・利用関係の事例
　図 4-6 は、ワッタ Cの権利関係の特徴をよく表す住宅敷地所有・利用関係の事例を示したものであり、また、
住宅敷地所有・利用関係の図式と実際の空間利用の対応関係を示している。
　事例 1（世帯番号 55、同 56、同 57、同 58）では、住宅移転前のワッタ Cにおいて、no.55 と no.56 は、共
同所有する住宅敷地を共同的に利用し、居住していた。また、no.57 は、私有する住宅敷地を、no.58 と共同的
に利用して居住していた。住宅移転後のワッタ Cにおいて、no.55 と no.56 が共同所有する住宅敷地があった場
所はバッファーゾーン内に位置していたため、政府に収用された。no.56 は再定住地 Gへと転出し、no.55 は別
の再定住地へと転出した。また、no.57 は同位置で住宅再建を行い、no.58 は再定住 Gへと転出した。no.58 は
再定住地に転出した後も、週 2，3日程度はワッタ Cで過ごしており、no.57 の住宅を利用している。住宅移転
注 3)  2005 年 1 月、スリランカ政府は海岸線からの距離に応じて沿岸部をバッファーゾーン（西部は 100m, 東部は 200m）に指
定すると発表した。バッファーゾーン内の被害住宅は修復・再建が禁止され、住宅移転の対象となった（UDA,Ministry of Urban 
Development and Water Supply:Policy Guidelines for Reconstruction,2005.1）。ウェリガマ郡では再定住地 Gを含めて 14ヶ所の再
定住地が建設され、被災前の住宅の約 14%にあたる 1147 戸が住宅移転の対象となり、再定住地で供給された（ウェリガマ郡役所
での聞き取り調査による）。
注 4)  ワッタ Cと再定住地 Gを含むウェリガマ湾岸地域ではマイクロクレジットの活動が盛んであり、政府の貧困層支援策であるサ
ムルディ計画や漁業組合が提供する融資に加え、NGO海外のドナーや民間の銀行とタイアップして提供するマイクロクレジットが









































































































































































































































































































































































































































後の再定住地 Gにおいて、no.56 と no.57 はそれぞれ私有する住宅敷地を利用して居住している。
　事例 2（世帯番号 61、同 62、同 63）では、住宅移転前のワッタ Cにおいて、no.61 は私有する住宅敷地を
no.62、no.63 と共同的に利用して居住していた。住宅移転後のワッタ Cにおいて、no.61 はもとの場所で住宅
を再建し、住宅敷地を私的に利用して居住している。no.62 は再定住地 Gに転出し、no.63 は別の再定住地へと
転出した。住宅移転後の再定住地 Gにおいて、no.62 は私有する住宅敷地を私的に利用して居住している。
第 4節　社会関係および権利関係の再編可能性の検討






　ワッタ Cの事例で、この再編パタンに該当するのは、no.29, no.30, no.47, no.48, no.50, no.51, no.52, no.53
等である。
　例えば、ワッタ Cで住宅を再建した no.29 は、住宅移転後も、住宅移転前と同じく従前居住地においてマイ
クロクレジットのグループに参加し、マイクロクレジットの関係を継続している。また、no.29 は、住宅移転後
も no.30 と共同所有する住宅敷地を共同的に利用する関係を継続している。このことから、no.29 は「従前居住
地完結型」の再編パタンの事例であるとみなせる。
　一方、同じくワッタ Cで住宅を再建した no.57 は、住宅移転前に住宅敷地を共同利用していた no.58 がワッ

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































　ワッタ Cの事例でこの再編パタンに該当するのは、no.15, no.44 である。




























前居住地 - 再定住地補完型」という 3つの再編パタンを抽出し、それぞれの再編パタンの特徴と課題の検討を通
じて、居住地移転における社会関係の継続・再編の可能性を検討した。












　・Department of Census and Statistics：Census of Population and Housing 2001, 2001
　・Department of Census and Statistics of Sri Lanka：Final Report -Census on the buildings and people aff ected 
by the Tsunami disaster 2004, 2005
　・Urban Development Authority （UDA）, Ministry of Urban Development and Water Supply：Policy 
Guidelines for Reconstruction, 2005.1
　・K.T.Silva and K.Athukorala：Watta-Dwellers-A Sociological Study of Selected Urban Low-Income 
Communities in Sri Lanka,University Press of Amer,1991

















　ところで、第 2章で述べたように、2008 年 12 月にウェリガマ郡の再定住地・全 14ヶ所の実態を調査した
ところ、いくつかの再定住地では入居後 1～ 2年で定住率が著しく低下していることが明らかになった注1)。そ



















注 1) 第 2 章第 6節を参照。
注 2)  髙田光雄：住宅復興における取り組み , 復興 10 年総括検証・提言事業 , 兵庫県 ,2005 や 竹原祐介 , 髙田光雄 , 住田昌二 , 澤
谷真紀子 , 山崎古都子：阪神・淡路大震災による被災者の住宅・住生活再建プロセスに関する研究 , 都市住宅学 16 号 ,pp.134-
142,1996 において指摘されている。





















2008 年 11 月から 2009 年 1月にかけて実施した実地調査の内容について述べる。
128
注 4)  同上 ,pp.123-125 を参照。
注 5)  同上 ,pp.124 および新潟県中越大震災記録誌編集委員会 ( 編 ): 中越大震災 前編 - 雪が降る前に , ぎょうせい ,2006 を参照。
注 6) 阪神・淡路大震災において、被災地に居住していた人々の 25.3% が被害程度と関係なく震災後に居住地を移動したことが明らか
にされている（林春男 : 阪神・淡路大震災からの生活復興 2001- パネル調査結果報告書 , 京都大学防災研究所巨大災害研究センタ ・ー
テクニカルレポート ,2001 ,p.23）。
　　 また、新潟県中越地震においても、仮設住宅地への入居は基本的に既存の集落単位で行われたが、その後の恒久住宅の建設では
個別の自力建設や、集落の分散が発生し、既存の集落コミュニティが大きく変容したと言われている（浦野正樹 , 吉井忠寛 , 大矢根 













注 7)  中根千枝：家族の構造－社会人類学的分析 , 東京大学出版会 ,1970
注 8)  同上
注 9)  高桑史子 : スリランカ海村の民族誌 - 開発・内戦・津波と人々の生活 , 明石書店 ,2008　および N.Yalman : Under the Bo Tree 
-Studies in Caste,Kinship & Marriage in the Interior of Ceylon,University of California Press,1967 を参照。
注 10)  インド洋津波被災直後の緊急時においても、血縁・親族関係を通じて住居の提供が行われるなど、世帯間の互助的な関係が機
能した。詳細は補章を参照。
注 11)  ウェリガマ郡では人口約 6.6 万人、住宅数 9332 戸のうち、2004 年 12 月のインド洋津波によって死者数 345 人、全半壊
住宅数 2810 戸の被害が生じた。同郡の人口・住宅は文献 Department of Census and Statistics:Census of Population and Housing 
2001,2001 を、津波被害はDepartment of Census and Statistics:Final Report - Census on the buildings and people aff ected by the 
Tsunami disaster 2004,2005 を参照。
注 12)  再定住地における住宅供給戸数は、2008 年 5月にウェリガマ郡役所で行った聞き取り調査にもとづく。ウェリガマ郡では、





















第 1章第 3節でも述べたように、住宅復興において全 14ヶ所の再定住地が内陸に建設され、被災前の住宅数の














































<うちワッタ C：66 世帯 >
再定住地Ｇ：101 世帯
（定住世帯 約 90 世帯 - 約 90%）
（定住世帯 約 250 世帯 - 約 50%）
（定住世帯 約 25 世帯 - 約 83%）
（定住世帯 約 40 世帯 - 約 64%）
40 世帯＜２世帯＞
23 世帯＜４世帯＞





















　図 5-1 に本章における調査対象である再定住地 Gおよびその主要な従前居住地であるペラナ村、ミリッサ村
の位置、および従前のワッタの位置を示した。また、図 5-2 にペラナ村およびミリッサ村から再定住地への世帯
移動の内訳を示した。
　津波被災前の世帯数は、ペラナ村が 511 世帯、ミリッサ村が 410 世帯であり、それぞれの村は「ワッタ」と
呼ばれる小規模な集落で構成される注13)。
　図 5-3 に、第 4章でも取り上げたペラナ村・ワッタ Cの家屋配置と世帯分布を示した。第 3章第 2節でも述
べたように、ワッタは通常、50～ 60 世帯程度で構成される比較的小規模な居住地であり、地縁・血縁をベー
スとしたコミュニティである。
注13)  津波被害統計によると、ペラナ村では住宅 377 戸のうち 244 戸が全壊し、ミリッサ村では 473 戸のうち 22戸が全壊した




























































































　写真 5-3（左）調査の様子：再定住地 Gの各戸（計 86件）を訪問し、対面式アンケート調査を行った。




　図 5-4 に再定住地 Gの住宅配置と世帯分布を示した。再定住地 Gはウェリガマ湾から約 1.2km内陸の丘陵地
帯に位置し、101 戸の戸建て住宅から成る。再定住地 Gに転入した 101 世帯の従前村の内訳は、ペラナ村が 51
世帯、ミリッサ村が 47世帯、その他の村が 3世帯である。











注 14)  B.Wijayaratne:Coastal Fisheries in Sri Lanka‒Some Recommendations for Future Management UNU-Fisheries Training 

















































　1 調査内容－社会関係および権利関係の調査　  





























注 16)  血縁・親族関係を介して行われる世帯間の相互扶助は、親と子供、兄弟姉妹の関係など概ね 2親等以内の親族以内で行われ
る傾向があることが既往研究で指摘されている（高桑史子 : スリランカ海村の民族誌 - 開発・内戦・津波と人々の生活 , 明石書店
,2008 を参照）。






スリランカ（Green Movement of Sri Lanka ; GMSL）の職員の協力を得て、2008 年 5 月に予備調査を行い、
2008 年 11 月から 2009 年 1月にかけて社会関係および住宅敷地所有・利用関係に関する対面式アンケート調
査および住宅敷地の利用状況に関する目視調査を行った。調査には英語とシンハラ語を併用した。
第 3節　社会関係および権利関係の継続・再編の実態
　図 5-5 は、調査によって明らかになった、住宅移転前後における再定住地 Gの居住者 86世帯の社会関係およ
び住宅敷地所有・利用関係の再編の実態を示したものである。























タンⅠが 39世帯、パタンⅡが 20世帯、パタンⅢが 17世帯、パタンⅣが 10世帯であった。　
　なお、地縁は組み合わせの要素から除外している。これは、全ての居住者が「住宅移転前の従前居住地」の地
136





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































とまり）については表 5-2 に示しており、別途、本節第 4項において検討する。
　第 2項　社会関係の組み合わせパタンとその変化
　表 5-3 は、再定住地 Gの居住者が「住宅移転前の従前居住地」において有した組み合わせパタンが、「住宅移
転後の従前居住地」においてどのように変化したかを示したものである。
　表 5-4 は、再定住地 Gの居住者が「住宅移転前の従前居住地」において有した組み合わせパタンが、再定住
地においてどのように変化したかを示したものである。
　1  組み合わせⅠ－マイクロクレジットの関係と血縁ともにあり  
　「住宅移転前の従前居住地」において組み合わせパタンⅠを有していた再定住地 G居住者 39世帯が、「住宅移
転後の従前居住地」において有するパタンの内訳は、パタンⅠが 6世帯、パタンⅡが 18世帯、パタンⅢが 7世
帯、パタンⅣが 8世帯であった（表 5-3）。
　すなわち、従前居住地において約 62%の世帯（パタンⅠ , Ⅱ）が地縁によらずにマイクロクレジットの関係を
維持しており、特に約 46%の世帯（パタンⅡ）は地縁・血縁によらずにマイクロクレジットの関係を維持している。
　また、パタンⅠを有していた 39世帯が再定住地において有するパタンの内訳は、パタンⅠが 25世帯、パタ














































































　すなわち、再定住地において約 72%の世帯（パタンⅠ , Ⅱ）がマイクロクレジットの関係を継承し、特に 8%
の世帯（パタンⅡ）が血縁によらずにマイクロクレジットの関係を継承している。
　2  組み合わせⅡ－マイクロクレジットの関係のみあり    
　「住宅移転前の従前居住地」において組み合わせパタンⅡを有していた再定住地 G居住者 20世帯が、「住宅移





Ⅱが 14世帯、パタンⅢが 0世帯、パタンⅣが 6世帯であった（表 5-4）。
　すなわち、再定住地において 70%の世帯（パタンⅡ）が血縁によらずにマイクロクレジットの関係を継承し
ている。
　 3  組み合わせⅢ―血縁のみあり  
　「住宅移転前の従前居住地」において組み合わせパタンⅢを有していた再定住地 G居住者 17世帯が、「住宅移
転後の従前居住地」において有するパタンの内訳は、パタンⅠが 0世帯、パタンⅡが 0世帯、パタンⅢが 6世帯、
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0世帯、パタンⅢが 7世帯、パタンⅣが 7世帯であった（表 5-4）。
　すなわち、再定住地において約18%の世帯（パタンⅠ ,Ⅱ）がマイクロクレジットの関係を新たに形成している。
　 4  組み合わせⅣ－マイクロクレジットの関係と血縁ともになし
　「住宅移転前の従前居住地」において組み合わせパタンⅣを有していた再定住地 G居住者 10世帯が、「住宅移




4世帯、パタンⅢが 0世帯、パタンⅣが 6世帯であった（表 5-4）。
　すなわち、再定住地において 40%の世帯（パタンⅠ , Ⅱ）が血縁によらずにマイクロクレジットの関係を形成
している。
　第 3項　マイクロクレジットの関係と世帯の経済状況および従前の地縁の関連性
　 1 世帯の経済状況との関連性    
　マイクロクレジットの関係の維持・継承を従前村別にみると、従前居住地のマイクロクレジットに参加して












Aが 19世帯のうち 13世帯、同・ワッタ Bが 6世帯のうち 5世帯、同・ワッタ Cが 5世帯のうち 4世帯、同・ワッ
タDが 6世帯のうち 4世帯、同・ワッタ Eが 4世帯のうち 3世帯、同・ワッタ Fが 3世帯のうち 2世帯、同・ワッ
タ Gが 2世帯のうち 1世帯が参加している。
　また、ミリッサ村・ワッタHが 6世帯のうち 2世帯、同・ワッタ I が 28 世帯のうち 12世帯、同・ワッタ J
が 3世帯のうち 1世帯、同・ワッタ Kが 1世帯のうち 1世帯、その他の村・ワッタ Lが 2世帯のうち 0世帯、同・
ワッタMが 1世帯のうち 1世帯が参加している。　













　1 住宅移転前後の住宅敷地所有・利用関係の変化    
　再定住地 G居住者 86 世帯の従前居住地における住宅敷地所有・利用関係の内訳は、「共有敷地の共同利用」
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注 1) コミュニティ論には、1. 地域性に着目し、コミュニティを学校、郵便局、住区などの圏域と捉え、これら諸施設を介して形成
される社会関係を分析する立場と、2. 共同性に着目し、コミュニティを共同生活のうちに把握する立場があり、後者にはさらに
2-1. 社会的類似性、共属感などの精神的・心理的共同性に着目する立場（文化論、意味論として展開）と 2-2. 学校、各種団体や
組合などの機能的共同性に着目する立場（パーソナル・ネットワーク論、社会関係資本論として展開）がある（園田恭一：現代コ

















注 2) 北後明彦 , 樋口大介 , 室崎益輝：阪神・淡路大震災からみた住宅再建支援のあり方－被災市街地における住宅再建と災害復興公
営住宅団地の比較 , 都市住宅学 , 第 53 号 ,pp.86-97,2006
注 3) 檜谷美恵子 , 谷元ゆきえ , 平田延明 , 髙田光雄 , 柴田和子 , 篠田美紀：住宅管理制度、管理の実態と共同意識 - 震災復興大規模団
地におけるコミュニティ形成に関する研究 (1), 都市住宅学 , 第 33 号 ,pp.75-81,2001　
注 4) 柴田和子 , 檜谷美恵子 , 篠田美紀：復興住宅団地における高齢居住者のパーソナル・ネットワークと共同居住意識 , 都市住宅学 ,
第 39 号 ,pp.111-116,2002 
注 5) 佐々木伸子 , 上野勝代 , 村谷絵美：コレクティブ住宅のコミュニティ形成効果とその要因－再開発受皿公営住宅におけるコレク
ティブ棟と一般棟の比較より , 日本建築学会計画系論文集 , 第 580 号 ,pp.1-8,2004
注 6) 塩崎賢明 , 田中正人 , 堀田祐三子：被災市街地における住宅・市街地特性の変化と居住者の「孤立化」に関する研究－尼崎市築
地地区の市街地復興事業を通して , 日本建築学会計画系論文集 , 第 605 号 ,pp.119-126,2006
注 7) 三浦研 , 牧紀男 , 小林正美 : 雲仙岳災害に伴い建設された災害復興住宅におけるコミュニティの変化実態 - 地域防災力形成から見










































血縁 マイクロクレジットの関係 地縁 住宅所有・利用関係
人を介した関係 空間を介した関係
非選択的関係 選択的関係 非選択的関係 －


































注 8)　M.Kamruzzaman, 小倉暢之：小規模融資による住宅供給の可能性 - バングラデシュのグラミン銀行による住宅供給のケースス
タディ , 日本建築学会計画系論文集 644 号 ,pp.2149-2155,2009
注 9)　三重野文晴：マイクロファイナンスの金融メカニズム , 絵所秀紀 , 野上裕生 , 穂坂光彦編：開発と貧困 ,pp.139-158, 日本評論
社 ,2004
注 10)　粟野晴子：小口金融活動から住民参加による地域開発へ - ジンバブエに見るその可能性と限界 , 斎藤文彦編：参加型開発 - 貧
しい人々が主役となる開発へ向けて , 日本評論社 ,pp.107-134,2002





































































































































































































































   1 マイクロクレジット提供機関 -GMSL
　再定住地 Gでは 2006 年 12 月の入居開始以来、第 4章、第 5章でも取り上げた、グリーン・ムーブメント・
オブ・スリランカ（Green Movement of Sri Lanka；GMSL) という環境保全と貧困緩和に取り組む現地のNGOが
活動しており、女性職員 5名が中心となって居住者の生活を支援している。
   2 調査内容－貯蓄・融資記録の閲覧とヒアリング
　GMSL が提供するマイクロクレジットの効果を把握する上でまず、再定住地 Gにおける GMSL の活動につい
て職員へのヒアリングと参与観察を 2008 年 11 月、2009 年 10 月、2010 年 10 月に実施し、再定住地 Gのマ
イクロクレジットの特色を把握した。その上で 2008 年 5月から 2010 年 4月までのマイクロクレジットのメ
ンバー 46 人の貯蓄と融資利用を記録した帳簿、申請書、領収書の調査とメンバーへのヒアリングを 2010 年
10 月に実施した。調査は GMSL 職員の補助を得て行い、言語は英語とシンハラ語を併用した。なお、社会関係




　表 6-4 に示したように、2010 年 4月現在、GMSL が提供するマイクロクレジットには 46人のメンバーが参
加しており、6つの貯蓄グループが活動している。図 6-4 に再定住地 Gにおいて GMSL が提供してきたマイク
ロクレジットを含む生活支援活動の経緯を示した。





　2007 年 6月からは GMSL 職員が中心となって子供会や婦人会などの住民組織を結成し、各種の活動を通じて
居住者間の交流を促すとともに、職員が居住者どうしの相性やマイクロクレジットへの適性を把握した。



























<07 年 1月下旬 >
<07 年 6月 >
住宅内の仕事の奨励・指導
貯蓄グループの結成と運営開始
<07 年 12 月 >
貯蓄グループ融資の提供開始
<08 年 3月 >
ＧＭＳＬ融資の提供開始
<08 年 9月 >
<07 年 1月上旬 >
<06 年 12 月 26 日 >
<07 年 6月 >










    2 再定住地におけるマイクロクレジットの特色










　表 6-4 に再定住地 Gのマイクロクレジットにおける融資の借入・返済と資金調達の状況を貯蓄グループごと
に示した。融資の種類には GMSL 融資と貯蓄グループ融資がある。後で詳しく述べるように、前者は GMSL の
資金による融資であり、後者は貯蓄グループの資金による融資である。
　融資の返済率は全体的に高く、貯蓄グループ融資の返済率はグループ Fを除いて 90%以上であり、GMSL 融
資の返済率は全てのグループにおいて 100%である。一方、融資の借入額はグループ間で差があり、貯蓄グルー










注 15)　藤田幸一：農村開発におけるマイクロクレジットと小規模インフラ整備 , 佐藤寛：開発援助とバングラデシュ ,pp.281-304,
アジア経済研究所 ,1998
注 16)　本文中で後述するように、貯蓄グループ融資はメンバー自身が貸し手になるしくみであり、メンバーが自分たちの裁量で融








　GMSL 融資の希望者はまず、融資の利用目的と希望金額を記載した申請書を GMSL 職員に提出する。審査を経
て申請が認められると、ルール遵守の誓約、他のメンバーの同意の署名、返済計画を記載した同意書を提出する。
1回の融資額は 3千ルピー（Sri Lanka Rupee；Rs.）から 1万 Rs. 程度であり、借り入れの翌月から返済を始め、
半年から 1年かけて返済を完了する。融資の利率は 10%であり、そのうち 7%が本部に支払われ、3%が各貯蓄
グループの資金に均等に配分される。返済の遅延や貸し倒れを防ぐために毎週の返済が奨励され、また、GMSL
職員が借り手に頻繁に声をかけ、返済が滞っている場合は家まで訪ねて行って催促したり相談に応じたりする。




















A 9 101 420,750 　   46,750 100.0 5 23,000 　    2,556 100.0 
B 6 40 122,100 　   20,350 100.0 4 10,450  　   1,742 100.0 
C 12 84 128,550 　   10,713 100.0 12 66,500 　    5,542 100.0 
D 5 28   41,400 　     8,280 92.3 3 15,000 　    3,000 100.0 
E 9 24   44,250          4,917 96.0 5 24,000  　   2,111 100.0 
F 5 18   23,900          4,780 68.2 5 24,500 　    4,900 100.0 











A 9 23,150      2,572 55,290        6,143
B 6 12,838      2,140 49,765        8,294
C 12 13,124      1,094 34,920        2,910
D 5   9,220      1,844 24,545        4,909
E 9 不明（＊） 　  不明（＊） 33,845        3,761


















（2008 年 5月から 2010 年 4月までの期間の記録。2010 年 10 月の調査をもとに作成）
表 6-5　貯蓄グループごとの資金調達



























1 44 14 77,200 干魚業  漁業  食費  交通費　 0 0 -
2 61 13 67,700 雑貨店業  食品業  漁業  食費  医療費 1 5,000 雑貨店業
3 49 13 57,300 衣類仕立て業  干魚業  漁業 1 4,500 衣類仕立て業
4 59 13 48,000 漁業  医療費  仕送り 0 0 -
5 54 11 46,500 干魚業  食費  交通費  教育費 0 0 -
6 58 10 43,650 漁業 0 0 -
7 47 13 37,000 ヤシ殻繊維業  食品業  医療費 教育費 1 4,500 ヤシ殻繊維業
8 42 7 30,400 手芸  香辛料販売業  雑貨店業 1 4,000 手芸
9 - 7 13,000 雑貨流通業 1 5,000 雑貨流通業
B
10 25 9 37,500 漁業  教育費  食費  交通費 1 5,000 漁業
11 28 7 26,500 食品業  漁業 1 2,450 食品業
12 24 10 20,500 干魚業  漁業 1 1,500 干魚業
13 27 5 16,000 干魚業  漁業  食費  交通費 1 1,500 ヤシ殻繊維業
14 3 5 14,000 干魚業  家庭菜園 0 0 -
15 23 4 7,600 教育費  食費  交通費 0 0 -
C
16 12 6 15,000 手芸  干魚業  漁業  医療費  食費 2 16,000 手芸 干魚業 
17 4 9 14,000 雑貨店業  石工業  教育費 1 5,000 石工業
18 6 8 13,500   漁業  食費  交通費  光熱費 1 6,500 漁業
19 13 7 13,500 ココナッツ販売業  医療費 交通費 1 4,000 ココナッツ販売業
20 11 8 12,000 漁業  食費  光熱費  交通費 1 5,000 漁業
21 19 7 11,500 干魚業  漁業  教育費 1 5,000 漁業
22 10 8 10,750 漁業  食費  交通費 1 5,000 漁業
23 2 8 10,000 ココナッツ販売業  漁業  医療費 1 5,000 ココナッツ販売業
24 14 7 10,000 衣類仕立て業  食費  交通費 1 5,000 衣類仕立て業
25 1 7 8,700 石工業  教育費 0 0 -
26 9 5 5,100 漁業 1 5,000 漁業
27 17 4 4,500 漁業  食費  衣類費 1 5,000 漁業
D
28 78 8 21,100 干魚業  漁業  教育費  医療費 0 0 -
29 79 7 5,200 医療費  食費  交通費 1 5,000 手芸（準備中）
30 81 5 5,100 - 0 0 -
31 94 5 5,000 家庭菜園  教育費 1 5,000 家庭菜園
32 76 3 5,000 漁業  教育費  交通費 1 5,000 漁業
E
33 29 5 13,950 雑貨店業  織物販売業  教育費 1 4,000 雑貨店業
34 33 4 6,000 漁業 0 0 -
35 30 2 6,000 漁業 0 0 -
36 7 4 5,500 漁業  食費  交通費 1 5,000 漁業
37 16 4 5,000 教育費  医療費 1 5,000 漁業
38 21 2 4,000 雑貨店業  医療費 1 5,000 雑貨店業
39 36 3 3,800 食費  交通費  医療費 1 5,000 干魚販売業
40 31 0 0 - 0 0 -
41 32 0 0 - 0 0 -
F
42 91 7 10,500 織物販売業  手芸  医療費 1 5,000 織物販売業
43 100 3 5,500 漁業  医療費  教育費 1 5,000 漁業
44 82 2 4,000 手芸  教育費 0 0 -
45 99 2 2,500 ヤシ殻繊維業  食品業 2 11,500 ヤシ殻繊維業  漁業
46 101 4 1,400 ヤシ殻繊維業 1 3,000 ヤシ殻繊維業
????????????
（凡例）融資の使途    　　　    ：本人の仕事に利用　　　　　　　：本人以外の仕事に利用　           
　　　　　　　　　      　  　　  ：仕事以外の生活に利用　　　　-　 ：該当しない　
表 6-6　メンバーごとにみた融資の利用実態


















1 女 41 44 4 核 干魚業 漁業（動力あり漁船）　漁業（動力なし漁船）
2 女 30 61 3 核 食品業  雑貨店業 漁業（流通）
3 女 34 49 6 核 (幼) 衣類仕立て業 漁業（動力なし漁船）
4 女 40 59 2 他 なし 漁業（動力なし漁船）
5 女 33 54 4 核（幼） 干魚業 漁業（動力なし漁船）
6 女 55 58 6 拡大 なし 漁業（流通）  工場勤務  漁業（動力あり漁船）
7 女 47 47 7 拡大 ヤシ殻繊維業  食品業 漁業（動力なし漁船）　工場勤務　工場勤務
8 女 25 42 2 核 雑貨店業  手芸  食品業 三輪タクシー運転手
9 女 55 - 4 核 雑貨流通業 なし
B
10 女 26 25 4 核（幼） なし 漁業（動力なし漁船）
11 女 35 28 4 核（幼） 食品業 漁業（流通）
12 女 42 24 5 拡大 干魚業 漁業（流通）
13 女 55 27 4 核 ヤシ殻繊維業  ココナッツ販売業 漁業（動力なし漁船）  干魚業  工場勤務
14 女 39 3 5 核 干魚業 漁業（動力あり漁船）
15 女 44 23 3 核 なし 漁業（動力なし漁船）  ホテル勤務
C
16 女 39 12 5 核 干魚業 漁業（動力あり漁船）  手芸
17 女 47 4 4 核 雑貨店業 石工  工場勤務  漁業（動力なし漁船）
18 女 32 6 4 核（幼） ココナッツ販売業  家庭菜園 漁業（動力あり漁船）
19 女 28 13 5 核（幼） ココナッツ販売業 漁業（動力なし漁船）
20 女 34 11 5 核（幼） なし 漁業（動力なし漁船）
21 女 28 19 4 核（幼） 干魚業 漁業（動力あり漁船）
22 女 32 10 5 核（幼） なし 漁業（動力なし漁船）
23 女 46 2 7 拡大 ココナッツ販売業 漁業（動力あり漁船）  漁業（動力なし漁船）
24 女 36 14 3 核（単） 衣類仕立て業 なし
25 女 40 1 3 核 なし 石工
26 女 29 9 4 核（幼） なし 漁業（動力なし漁船）
27 女 27 17 4 拡大 なし 漁業（動力あり漁船）
D
28 女 42 78 5 核 干魚業 漁業（動力なし漁船）  工場勤務
29 女 62 79 4 核 なし 工場勤務
30 女 ＊ 81 ＊ ＊ ＊ ＊
31 女 37 94 4 核 家庭菜園 漁業（動力なし漁船）
32 女 60 76 3 核 なし 漁業（動力なし漁船）
E
33 女 40 29 7 核（幼） 雑貨店業  衣類販売業 漁業（動力あり漁船）　工場勤務
34 女 40 33 6 核（幼） なし 漁業（流通）
35 女 25 30 4 核（幼） なし 漁業（動力あり漁船）
36 女 38 7 4 核（幼） なし 漁業（動力あり漁船）
37 女 32 16 4 核（幼） なし 商店勤務 漁業（動力なし漁船）
38 女 58 21 2 核 雑貨店業 なし
39 女 39 36 6 核（幼） なし 漁業（動力あり漁船）
40 女 26 31 4 拡大 なし 漁業（動力なし漁船）
41 女 22 32 2 核 なし 漁業（流通）
F
42 女 51 91 5 核 (単) 手芸  織物販売業 漁業（動力あり漁船）
43 女 37 100 5 核（幼） なし 漁業（動力なし漁船）
44 女 40 82 6 核 手芸 漁業（動力あり漁船）
45 女 37 99 4 核（幼） ヤシ殻繊維業  食品業 漁業（流通）
46 女 75 101 5 拡大 女中 工場勤務
????????????
表 6-7　メンバーごとの世帯構成と仕事
（2008 年 11 月 ,2009 年 10 月 ,2010 年 10 月の調査をもとに作成）
（凡例）　　  世帯形態　　  核：夫婦と未婚子女（幼児含まない）もしくは夫婦のみ　　　核（幼）：夫婦と未婚子女（幼児含む）　
　　　　　　　　　　　   核（単）：父または母と未婚子女　　　拡大：拡大家族　　　他：その他
























1 女 41 44 ミリッサ村 ワッタH なし ○
2 女 30 61 ミリッサ村 ワッタI なし △
3 女 34 49 ミリッサ村 ワッタK なし △
4 女 40 59 ミリッサ村 ワッタI なし ○
5 女 33 54 ミリッサ村 ワッタI 7 は姉 ○
6 女 55 58 ミリッサ村 ワッタI なし -
7 女 47 47 ミリッサ村 ワッタH 5は妹 -
8 女 25 42 その他 9は母 △
9 女 55 - その他 8は娘 -
B
10 女 26 25 ペラナ村 ワッタB 13 は母 11 は義妹 ○
11 女 35 28 ペラナ村 ワッタB 10 は義姉 13 は義母 ○
12 女 42 24 ペラナ村 ワッタB なし -
13 女 55 27 ペラナ村 ワッタB 11 は義娘 ○
14 女 39 3 ペラナ村 ワッタA 15 は姪 △
15 女 44 23 ペラナ村 ワッタB 14 は叔母 △
C
16 女 39 12 ペラナ村 ワッタA 18 は義妹 △
17 女 47 4 ペラナ村 ワッタA 27は娘 21は義娘 25は義妹 -
18 女 32 6 ペラナ村 ワッタA 16 は義姉 △
19 女 28 13 ペラナ村 ワッタA なし -
20 女 34 11 ペラナ村 ワッタA なし -
21 女 28 19 ペラナ村 ワッタA 17 は義母 ○
22 女 32 10 ペラナ村 ワッタA なし △
23 女 46 2 ペラナ村 ワッタA なし △
24 女 36 14 ペラナ村 ワッタA なし △
25 女 40 1 ペラナ村 ワッタA 17 は義姉 △
26 女 29 9 ペラナ村 ワッタA なし -
27 女 27 17 ペラナ村 ワッタA 17 は母 ○
D
28 女 42 78 ミリッサ村 ワッタI なし △
29 女 62 79 ミリッサ村 ワッタI なし △
30 女 ＊ 81 ミリッサ村 ワッタI なし -
31 女 37 94 ミリッサ村 ワッタJ なし △
32 女 60 76 ミリッサ村 ワッタI なし ○
E
33 女 40 29 ペラナ村 ワッタC なし ○
34 女 40 33 ペラナ村 ワッタC なし ○
35 女 25 30 ペラナ村 ワッタC 37 は義姉 △
36 女 38 7 ペラナ村 ワッタA なし △
37 女 32 16 ペラナ村 ワッタA 35 は義妹 ○
38 女 58 21 ペラナ村 ワッタG なし -
39 女 39 36 ペラナ村 ワッタD なし ○
40 女 26 31 ペラナ村 ワッタC なし -
41 女 22 32 ペラナ村 ワッタC なし -
F
42 女 51 91 ミリッサ村 ワッタJ なし △
43 女 37 100 ペラナ村 ワッタG なし ○
44 女 40 82 ミリッサ村 ワッタH なし △
45 女 37 99 ペラナ村 ワッタF なし ○
46 女 75 101 ミリッサ村 ワッタH なし -
（凡例）　マイクロクレジットの関係　   ○：従前居住地においてもマイクロクレジットに参加している　
　　　　     　　　　　　    　　　　　　△：従前居住地において以前はマイクロクレジットに参加していた
　　　　　                            　　　　　　　　－：これまでマイクロクレジットに参加したことがない　　　
????????????
表 6-8　メンバーの社会関係
（2008 年 11 月 ,2009 年 10 月 ,2010 年 10 月の調査をもとに作成）
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　2 GMSL 融資の利用の実態
　表 6-4 に示したように、GMSL 融資は 2008 年 9 月から 2010 年 4 月までに計 33 人が計 34 回、総額
163,450Rs. 利用している。



















　表6-4, 表 6-5に示したように、貯蓄グループ融資は2008年 9月から2010年 4月までに計43人が計295回、
総額 780,950Rs. 利用した。













　表 6-9 は融資の使途の組み合わせによってメンバーを 7パタンに分類したものである。以下、生業への投資
を含む 3事例を取り上げる。
　 1 本人の仕事への利用を含む事例 （メンバー番号 31）








り、これらの多くは、図 6-5 に例を示したように、再定住地 Gの住宅や住宅敷地の空間を活用して行われている。
　 2 本人と本人以外の世帯員の仕事への利用を含む事例（メンバー番号 16）






A ①  8  9 14 46
B ① ③  5  7 19 24 31 33 38 39 42 44
C ① ②  3 11 12 45
D ① ② ③  1  2 13 16 17 20 21 23 28
E ②  6 26 34 35
F ② ③  4 10 18 22 25 27 32 36 37 43
G ③ 15 29
（　　: 事例分析対象世帯）
該当するメンバーの番号
使途 ① メンバー本人の仕事に利用  　② 本人以外の世帯員の仕事に利用  　③仕事以外の生活に利用
表 6-9　融資の使途の分類
  家族構成　本人（37 才）－夫（44 才）－長女（19 才）－長男（14 才）
  仕事　本人：家庭菜園　夫：漁業（動力なし漁船）











1 グループ 1,000 08.10.3 08.10.17
教育費（教材の購入）
2 グループ 500 08.12.5 -
3 ＧＭＳＬ 5,000 08.12.19 09.10.18 家庭菜園（肥料の購入）
4 グループ 2,500 09.4.3 09.5.1 家庭菜園（肥料、苗木・種の購入）
5 グループ 500 09.8.21 09.10.9 家庭菜園（苗木・種の購入）
教育費（教材の購入）6 グループ 500 09.9.11 10.1.15



















































  家族構成　本人（26 才）－夫（31 才）－長男（7才）－次男（2才）
  仕事　本人：主婦　夫：漁業（動力なし漁船）











1 グループ 1,000 08.5.23 08.6.20
食費
交通費
2 グループ 1,000 08.6.27 08.7.14
3 グループ 2,000 08.7.4 08.8.8
4 グループ 4,000 08.8.8 08.11.21 長男の教育費（教材などの購入）
5 グループ 8,000 08.11.21 09.3.27 夫の漁業（漁具の購入）
6 グループ 2,500 09.4.3 09.7.3 食費  交通費  教育費
7 ＧＭＳＬ 5,000 09.7.1 10.5.14 夫の漁業（漁具の購入）
8 グループ 3,000 09.7.3 09.9.25 食費  交通費
9 グループ 6,000 09.9.25 10.2.5
夫の漁業（漁具の購入）
10 グループ 10,000 10.2.5 -
表 6-12　本人以外の仕事への利用の事例 (no.10, 凡例は表 6-10 と共通 )
  家族構成　本人（39 才）－夫（38 才）－長男（25 才）－長女（19 才）－次男（14 才）
  仕事　本人：干魚加工業　夫：漁業（動力あり漁船）　長女：手芸











1 グループ 1,000 08.7.11 08.8.15 干魚加工業（材料の購入）
教育費
交通費
2 グループ 1,000 08.10.10 09.2.20
3 グループ 2,000 09.3.13 09.5.15
4 ＧＭＳＬ 6,000 09.7.1 10.6.11 干魚加工業（材料の購入）
5 グループ 2,000 09.8.14 09.10.16 医療費（父の病気の治療）
6 グループ 7,000 09.11.27 10.2.12 夫の漁業（漁具の購入）
7 グループ 2,000 10.2.12 10.3.31 長女の手芸（材料、機材の購入）
8 ＧＭＳＬ 10,000 10.6.25 - 長女の手芸（ミシンの購入）
表 6-11　本人と本人以外の仕事への利用の事例 (no.16, 凡例は表 6-10 と共通 )
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第 5節　貯蓄グループへの参加と社会関係の継続・再編の関連性




　表 6-7 に示したようにマイクロクレジットのメンバーの世帯形態をみると、核家族（幼児を含む）が 18世帯
（40%）、核家族（幼児を含まない、夫婦のみ）が 17 世帯 (38%)、核家族（父または母と未婚子女）が 2世帯

































　しかし、例えば、表 6-8 に示したようにグループ Aには従前村が異なる者や従前村は同じだが従前ワッタが
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, アジア経済 , 第 52 巻 , 第 6 号 , pp.36-74, 2011
　・ M.Kamruzzaman, 小倉暢之：小規模融資による住宅供給の可能性 - バングラデシュのグラミン銀行による住
宅供給のケーススタディ , 日本建築学会計画系論文集 644 号 ,pp.2149-2155,2009
　・粟野晴子：小口金融活動から住民参加による地域開発へ - ジンバブエに見るその可能性と限界 , 斎藤文彦編：
参加型開発 - 貧しい人々が主役となる開発へ向けて , 日本評論社 ,pp.107-134,2002
　・藤田幸一：農村開発におけるマイクロクレジットと小規模インフラ整備 , 佐藤寛：開発援助とバングラデシ
ュ ,pp.281-304, アジア経済研究所 ,1998
第６章　再定住地における津波被災者の生活再建を支える社会関係とその役割
168
　・高桑史子：スリランカ海村の民族誌 - 開発・内戦・津波と人々の生活 , 明石書店 ,2008
　・穂坂光彦：住民によるスラムの改善（スリランカ）, 斎藤千宏編著 : NGO が変える南アジア－経済成長から





































の人口は約 300 万人に達し、これはスリランカの人口の約 17％にあたる。
注 2) スリランカにおいて沿岸資源の保護・活用は 1980 年代以降政府の課題であり、政府は被災地復興にあたり、沿岸域管理計画を
改正した。緩衝地帯は西部・南部州の県（キリノチチ、マナー、プタラム、ガンパハ、コロンボ、カルタラ、ゴール、マータラ、
ハンバントタ）では 100m以内、それ以外の北西部・北部・東部州の県（ジャフナ・ムラティヴ、トリンコマリー、バッティカ
ロア、アンパラ）では 200m以内と定められている（UDA Ministry of Urban Development and Water Supply:Policy Guidelines for 
Reconstruction,2005.1）。






























注 4) ヒッカドゥワではゴール県の全被災家屋の 45%にあたる、5,696 戸の家屋が被害を受けた。そのうち 1,981 戸は緩衝地帯内に
立地する。被災者の総数は 21,013 人に上り、その内訳は負傷者 1204 人、死亡者 1053 人、行方不明者 498 人である（Department 
of Census and Statistics:Final Report - Census on the buildings and people aff ected by the Tsunami disaster 2004,2005）。
注 5) モラトゥワではコロンボ県の被災家屋 14,451 戸の 56.9% にあたる 8,220 戸が被災し、そのうち 76.5%（2,159 戸）が全壊家屋
である。また、コロンボ県では 9,647 世帯、61,672 人が津波被害の影響を受けたが、その約半数にあたる 34,852 人がモラトゥ
ワ市内の被災者である。DCS.:Preliminary Statistics of the Census of Populationand Buildings of the Census Blocks Aff ected by the 
































注 6）　K.Nakatani, A.Rajasuriya, A. Premaratne and A.T.White：The Coastal Environmental Profi le of Hilladuwa,Sri Lanka,Department 
of Wildlife Conservation,Coast Conservation Department,1994
注 7）　近年ヒッカドゥワでは観光産業が需要を伸ばし、また、交通網の発達により遠隔地にも関わらずコロンボの通勤圏内となり、
さらに、周辺部の海村もコロンボへの鮮魚の供給地となりつつある。


























   写真 補 -1（左）ヒッカドゥワ沿岸：国内有数のリゾート地であり、沿岸に宿泊施設や観光施設が並ぶ。





　図 補 -1 に示したように、調査対象であるパラリア集落はヒッカドゥワの中心市街地の北西約 2.5kmに位置す
る。図 補 - ２にパラリアの建物被害とその修復・再建状況を示した。パラリアは、平地にある集落であり、海
岸から背後にある湖に向かって延びる道に沿って家屋が点在しており、集落は全体がココヤシの林に覆われてい




　パラリア集落の被害状況を概観する。集落の全人口の約 3分の 1にあたる 458 人が被害を受け、その内訳は
死者 173 人、負傷者 144 人、行方不明 141 人であった注10）。
　津波到来時に集落内に停車していた電車が津波で押し流され、内陸の家屋を 200 ｍ近くに渡ってなぎ倒した。
図 補 -2 に示したように 2005 年 8月時点で、その電車は線路脇に置かれており、津波被害のモニュメントのよ
うになっている。休日には観光客が訪れ、周辺には土産物や食べ物の露店が出されている。
　また、被災前の住宅数は約 400 戸であり、ほぼ全て恒久的な構造であった注11）。津波による被害を受けたの
は 367 戸であり、その内訳は、全壊家屋 312 戸、半壊家屋（居住不可）14戸、半壊（居住可）41戸であった。
　さらに、海水が浸入したため津波後は全ての井戸が使用不可能となり、被災直後は 395 家族・1494 人が集落
外に避難した。沿岸にあった漁船や漁具も全て流失・損壊した。また、海岸線とその約 160m内陸を並行する
鉄道の間のエリアには被災前は漁師の住宅や店舗、小学校があったが、それらもほぼ全てが倒壊した。
　表 補 -1 にパラリア集落の居住者の基本属性および住宅被害・再建状況を示した。被災前、パラリア集落の沿
岸（線路より海側の地域）には漁業やココヤシ繊維業注12）といった、スリランカ南岸の伝統産業に従事する者
注 9） ヒッカドゥワでは UNHCR、UNDP、UNICEF、UNV、OCHA、the Salvation Army の他、現地 NGOの SEWALANKA、海外 NGO






注 10)　2005 年 8月現在、最終的な死者数は 365 人と確認されている（村長への聞き取り）。
注 11)　被災家屋 295 件中、恒久的な建材でできた家屋は 275 件であった。
注 12)　ココやしの殻の繊維からロープを生産する繊維業はスリランカでは女性の仕事である。計画的な収入を見込めるため、収入
の不安定な漁家にとって重要である。
   写真 補 -3（左）ヒッカドゥワ・パラリア集落：ココヤシで覆われた沿岸の平地に家屋が点在する（写真は再建後）














































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































ゾーンの境界線も海岸から正確に 100mの位置ではない。図 補 -2 に示したバッファーゾーンの境界線は行政が
集落内に設置した目印にもとづいている。
　一方、パラリア集落の内陸側はバッファーゾーンの範囲外であり、公的な支援により元の場所で住宅再建が行






　図 補 - ２に示した調査対象範囲には、2005 年 8月現在、約 150 件の構造物（仮設住宅、恒久住宅、トイレ、
住宅跡など）があることが確認された。
　仮設住宅は 62戸あることが確認された。バッファーゾーン外では既に修復・再建された住宅もあり、仮設住
宅が台所や倉庫として転用されている事例がみられた (no.63, no.96, no.145 など )。
　一方、バッファーゾーン内の被災者は、元の場所での住宅再建に対する公的支援の対象外であり、被災後半年
が経過しても仮設住宅に住み続けている（図 補 -2 の no.11, no.39, no.41 など )。
　仮設住宅は、幅 4.2 ｍ、奥行き 2.8 ｍほどの大きさで、部屋は一室のみという簡素な木造の小屋であり、屋外
に共用のトイレと水道が設置されている。床はコンクリートの布基礎であり、屋根にはトタンやアスベスト・シ
ートが用いられており、室内にいると特に昼間は暑い。仮設住宅は、被災家族が住み続けるには適さない規模・
質であり、被災者の中には自力で増改築する者（図 補 -2 の no.11, no.50, no.54 など）や、昼間のみ利用して夜
は親戚の家などに寝泊りする者（no.39 など）などがみられた。しかし、飲み水やトイレの数が不足するなど、
仮設住宅の劣悪な居住環境に耐えかねて、親戚や友人の家などに転出する被災者も多く、パラリア集落では空き
家となった仮設住宅が多数みられた（図 補 -2 の no.7, no.36, no.43 など）。
注13)　被災前のパラリアの職業構成は漁業 96人、漁業関連産業 44人、ココヤシ繊維業 89人、観光産業 6人、政府関連職員 99人、
その他の職業 189 人である（Department of Census and Statistics:Final Report - Census on the buildings and people aff ected by the 
Tsunami disaster 2004,2005）。
注 14)　バッファーゾーン内の構造物 57件に関して、現況の内訳は、「全壊後再建」1件 （no.1,17）、「仮設住宅」27件（no.8,9,10
など）、「全壊後放置」 21 件（no.2,4,19,51 など）である。仮設住宅はほとんどがデンマークの復興援助NGO（Danish People’Aid）
が津波被災後の 2月に寄付したもので、住宅がもとあった直接基礎の上に建設された。ただし現在は空き家になっている住宅も目
立ち（no.9,16,35 など計 10件）、それらは倉庫やNGOの仮事務所として利用されている場合もある（no.30,31 など）。また、パラ
リアには寺院の門前に人民解放戦線（JVP,Janatha Vimukthi Peramuna）と SEWALANKA が提供した仮設居住地がある。
注 15)　バッファーゾーン外には 92件の構築物がある。内訳は、「全壊後再建」25件（no.73,92,105 など）、「半壊後修復もしくは建替」
9件（no.94,132,148 など）、「半壊後放置」2件 (no.97,128)、「全壊後放置・解体」12件（no.69,85,97,104 など）、「再建・修復中」
3件（no.73,76,14）、「仮設住宅」35件となっている（実地調査による）。
注 16)　第 2章第 3節で概要を述べたように、バッファーゾーン外の被災者は全壊（修理費用が再建費用の 40%以上）の場合は 4回
にわけて、計 250,000Rs. の補助金を受け取り、半壊（修理費用が再建費用の 40%未満）の場合は 2回にわけて、計 100,000Rs. の
補助金を受け取る。なお、バッファーゾーンの内外を問わず、全被災者に対して生活補助金として 10,000Rs. と食糧が支給された。









































































V ： ベランダ 
B ： 個室 
K ： 台所 
H : ホール 
WC : トイレ 
Ba : 浴室 































　図 補 -3 に示したように、スリランカ政府が提供した復興住宅は定型平面の通りに建設されているが (no.96, 
no.63 など )、海外の援助団体が寄付した住宅は間取りが変更されていることが多い。
　例えば、ドイツの援助団体が寄付した住宅には、建設費を追加して本来の 2倍の規模で建設されたものがあ


















注18)　住民の証言によると、オーストリアの民間企業は 1戸あたりの建設費として 500,000Rs. を寄付したが、地元の建設業者はそ
れよりも大幅に少ない 100,000 ～ 200,000Rs. で建設したという。
   写真 補 -5（左）パラリア集落の仮設住宅：バッファーゾーン内の住宅跡地に設置された
   写真 補 -6（中）パラリア集落の住宅跡地：バッファーゾーン内の住宅再建不可の土地が売りに出されている

























　被災から約 8ヶ月が経過した 2005 年 8月現在も郡内 10ヶ所の仮設居住地において約 6,000 人が避難生活を
注19）　トイレの排水管が形だけのもので、地下の排水溝につながっていない（no.A)、建設規模が極端に縮小されている (no.E)、質
の低い施工と家具の不備（no.F）などが確認された。
注 20）　パラリアのバッファーゾーン内の被災者の一部が「パラリア 100m 規制難民による組織 Peraliya 100 meter Tsunami 
refugees organization」という組織を結成し、沿岸部建築規制の理不尽さと住宅再建支援の必要性を訴えている。





ロンボやスリランカの他の都市に製品を供給している。Ministry of Labour,Industry and Commerce:Report on the economic survey 
of Moratuwa and its Carpentry industry,Ceylon Government Press,1974
注 23）　モラトゥワの人口の推移を示す。括弧内は年平均増加率。1946 年 50,698 人、1953 年 60,215 人 (2.5)、1963 年 77,833

























   写真 補 -8（左）モラトゥワの沿岸：公有地に零細漁業や都市雑業に従事する人々の住居が建てられている










　図 補 -5 に調査対象であるコロラウェラ集落とその周辺を示した。コロラウェラ集落は 1980 年代ごろから、
沿岸を低所得者が不法に占拠して形成された居住地である。コロラウェラ集落の内陸の住宅地には家具工房や製
材所といったモラトゥワに古くからある産業に関連する施設が分布している注26)。図 補 -6 に示したように、コ
ロラウェラ集落は、幹線道路と海岸の間の幅 60ｍほどの細長い敷地に立地しており、鉄道の線路の両側に平屋











イ ン ド 洋
   写真 補 -10（左）モラトゥワ・コロラウェラ集落の陸側：幹線道路沿いに大工工房や雑貨店が分布する






























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































注 29）　スリランカ政府は 2004 年、貧困線 poverty line として世帯月収 1423Rs. を基準としている。また、国民の平均収入は 2002
年現在、12,803RS. である（ DCS.:Offi  cial Poverty Line for Sri Lanka,2004,DCS.:Household Income and Expenditure Survey 2002）。
注 30）　スリランカでは水揚げ後の魚の流通に関わる人々を一般にシンハラ語でムダラーリと呼ぶ。漁師とムダラーリは柔軟な信頼
関係で結ばれ、政府により組織された漁業共同組合よりも重視されることが多いという（S.Fernando:the Marketing System of the 




no.10, no.20 など）。図 補 -9、図 補 -10 に例を示したように、他地区から同集落に転入した被災者が住宅を間




















注 33）　集落の一世帯あたりの平均家族員数は 4.3 人で、世帯の構成で最も多く見られたのは構成員 4,5 人ほどの核家族（世帯主と
その配偶者、子供）で、30世帯のうち 17世帯が該当する。その他には核家族にその父母、兄弟、いとこなどの血縁者を含めた拡
大家族が 8世帯、世帯主とその配偶者のみの家族が 3世帯、その他が 1世帯みられた。
　　また、30人の世帯主について、その出生地の内訳はコロラウェラ 13人、モラトゥワ市内 9人、デヒワラ 3人、パナドゥラ 2人、
コロンボ 1人、アンバランゴダ 1人、ラトナプラ 1人である。
注 34）　水道栓の利用形態は、1世帯により専有（専有）、数世帯により共有（共同）、半公共的に不特定多数の人間が利用（公共）と、
所有形態により分類できる。その内訳は専有 15世帯、共同 24世帯、公共 34世帯である。また、各世帯のトイレ利用の内訳は専


































































   写真 補 -12（上段左）パラリア集落の住宅：前後に庭があり、前庭は主に接客、作業などに利用される
   写真 補 -13（上段右）パラリア集落の沿岸の住居：沿岸の公有地を占拠し、廃材などを用いて建てられている
   写真 補 -14（下段左）住宅と家具工房：家具工房や雑貨店など仕事場を兼ねた住宅がみられる
   写真 補 -15（下段中）共同の水道栓：近隣の 10～ 20世帯に利用されている。日中は頻繁に断水がある。












　図 補 -8 に示した事例 1（no.92）のように、住宅はベランダ（Veranda；V）、寝室（Bed room；B）、台所（Kitchen 
注 35）　居住者にとって、集落内に分布する少祠は、日々の祈祷のために欠かせない存在である。小祠は心理的な拠所やコミュニテ
ィの中心として、水道、便所などのインフラと同様に、その再建状況は集落の復旧・復興進度の指標になると考えられる。
　　また、集落には図 補 -6 で示したように、ヒンズー教の小祠もあり、現在それは仏教徒の管理下にあることが確認された。しかし、
かつて同集落にヒンズー教徒が住んでいたかどうかは不明である。
注 36）　スリランカの伝統的な民家にはもともとベランダとよく似た性質の空間が存在し、シンハラ人のあいだではイスプートゥワ









































て利用された（事例 3 no.89、no.43、no.44、no.57 など）。
　また、先述したように、住宅再建を通じて、居住者の入れ替わりと家屋の共同利用化が行われた。その際、図 




























い塀で囲み、各々の住居が閉鎖的だと言われる 。D.G. Robson:Aided-selp-help housing in Sri Lanka 1977 to 1982-a report for the 































主な住宅構造 木造（木造率 81%） 組積造　（組石造率 93%）
インフラ 水道栓、便所（共有）、電気 井戸、便所（専有）、電気











住宅 全壊 43%、半壊 45% 全壊 78%、半壊 13%




















（05 年 10 月以降は一部で合法化）
住宅構造 木造（木造率 73%） 組石造 木造（仮設住宅）、テント
インフラ 水道栓（共有率 79%）、便所（共有率 79%）、電気 給水タンク、便所（専有）、電気 給水タンク、便所（共同）、電気
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　スリランカでは、国土の沿岸ほぼ全域が被災し、死者・行方不明者 36,603 人、全半壊住宅数 88,544 戸とい
う甚大な被害が生じた。被災した沿岸の全域で海岸線から 100m以内（東部・北部は 200m）がバッファーゾー
ンに指定され、バッファーゾーン内で被災した被災者は住宅の修復・再建が禁止されるとともに、再定住地への













P：Person’ s  Life & Work ( 個人の生活・仕事 )
S
E
S：Social Environment  ( 社会的環境 )




































（２）  社会関係に対する血縁・地縁の規定性（P or P←S 
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